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インド太平洋防衛フォーラムは、 
インド太平洋地域の軍関係者に国際的
な公共討論の場を提供する目的で、 
米インド太平洋軍司令官が四半期 
ごとに発行している軍事専門誌です。
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または米国政府の他の機関の方針や 
見解を表明するものではありません。 
特に記載のない限り、記事はすべて 
FORUM スタッフが著述しています。 
国防総省長官は本誌の出版が、規約条項 
にしたがった国防総省の必要に応じた
公共事業を行うために必要不可欠 
であると判断しました。 
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防衛経済学
45 巻、3 号、2020 年

読者の皆様、

インド太平洋防衛フォー
ラムの 
防衛経済学に関するエデ

ィションへようこそ。 
グローバル化や、技術の 

進歩、そして進化する戦略的環境
は戦場に新たな定義を与えます。
台頭する問題から国や地域そして
世界の安全を確保するために、
インド太平洋地域の国家や軍隊
は責任のある経済力の駆使を 
目的とする防衛経済学について、
構成要素の概念を再検討する 
必要があります。 

ダニエル・K・イノウエ・ 
アジア太平洋安全保障研究センターの政治経済学者であるアルフレッド・
エーラー（Alfred Oelers）博士は、戦略的競争の時代における防衛経済学
の意味の進化について論文を発表しました。この論文において博士は、
決定的な優位性を得るために経済力を結集する手段として、防衛経済学
が自由で開かれたインド太平洋を維持する上で不可欠な役割を果たすと
主張しています。エーラー博士が述べるように、防衛経済学には近年の
防衛経済の管理から、物流や調達過程の近代化、影響力の行使、小切手
外交への対抗まで幅広い問題が含まれています。

本誌カバーで取り上げた 2019 年に武漢市で発生したコロナウィルス
流行の初期段階において、中華人民共和国が行った情報や個人に対する
弾圧では公衆衛生活動と防衛経済学の関係を模索しています。武漢市 
の眼科医であり内部告発者であった故李 文亮博士のストーリーは、 
医療政策とガバナンスの失敗がいかに経済的にもまた人命や自由の 
観点からも社会打撃を与えるかを物語っています。 

次に、北朝鮮の制裁に関する国際連合専門家委員会の元メンバー 
である、ニール・K・ワッツ（Neil K. Watts）及びウィリアム・J・ 
ニューカム（William J. Newcomb）両氏によって、自国の石炭を中国や
ロシアなどに不正に輸送したとして、北朝鮮の船「ワイズ・オネスト号 
 （Wise Honest）」を取り押さえようとする国際的な動きについて検証 
します。この米国による初めての押収は、北朝鮮に対する制裁執行の 
複雑さに光を当て金政権に対して、完全かつ検証可能で不可逆的な方法
ですべての核兵器と既存の核兵器開発プログラムを放棄するよう最大限
の圧力をかけ続けるという米国の姿勢を強調するものです。 

さらに、コンプライアンス・アンド・キャパシティ・スキルズ・ 
インターナショナル（Compliance and Capacity Skills International） 
のシニアコラボレーターであるアシュリー・テイラー（Ashley Taylor）
氏は、サイバー空間における暗号通貨やその他の革新が、不正行為を 
働く者に制裁を含む従来のセキュリティ対策を弱体化させる非対称戦争
を仕掛ける方法を与えていることについて精査しています。 

本誌が防衛経済学についての地域の対話を活発にすることを願 
っています。ご意見をお待ちしております。FORUMスタッフ 
 （ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF

インド太平洋防衛フォーラム
プログラムマネージャー、 

本社：USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI 96861 USA

ipdefenseforum.com
電子メール：

ipdf@ipdefenseforum.com

アメリカインド太平洋軍 
USINDOPACOM）リーダーシップ
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 （STEPHEN T. KOEHLER）
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作戦担当ディレクター 
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米国海軍、大将
米インド太平洋軍司令官

よろしくお願いいたします。
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ニール・K・ワッツ（NEIL K. WATTS）氏とウィリアム・J・
ニューカム（WILLIAM J. NEWCOMB）氏は、UNSCR 
1874  （2009年）によって設置された、国連安全保障理事
会北朝鮮制裁委員会専門家パネルの元メンバーである。 
ワッツ氏は、ロンドンのキングスカレッジ（Kings 
College）のプロジェクトアルファ（Project Alpha）の上級
研究員であり、2018 年まで5年間、国連北朝鮮専門家委員
会の海洋専門家を務めた。また、海上発射弾道ミサイル
計画を含む北朝鮮海軍の監視も担当した。ワッツ氏は南ア
フリカ海軍で 30 年の経験を持つ元大尉で、地上戦と兵器
システムを専門とする。ジョージワシントン大学エリオ
ット国際関係大学院・韓国研究所北朝鮮経済フォーラム
の議長を務める。先端防衛研究センター（C4ADS）の特
別研究員であり、北朝鮮に関する国家委員会のメンバー
でもある。ニューコム氏は、2011 年に潘基文国連事務総

長から任命された元米政府エコノミストであり、2014 年 6 月まで金融専
門家として北朝鮮制裁委員会の委員を歴任した。彼はまた、1970 年か
ら 1972 年まで米国陸軍に所属した。14 ページに掲載

アシュリー・テイラー（ASHLEY TAYLOR）氏は、コン
プライアンス・アンド・キャパシティ・スキルズ・
インターナショナル（Compliance and Capacity Skills 
International）のシニアコラボレーターであり、ブロック
チェーン起業家第一世代のメンバーである。デジタル技
術と国際的な安全保障との交差点に立ち、コンピュータ
ー・ネットワークへ侵入する軍事レベルの知的財産の盗
難、制裁違反を防止する技術およびコンプライアンスの

データバンクへのハッキング、サイバー空間がどのように兵器化され
ているかを研究している。また、国連制裁の実施に向けた各国の規制
を分析し、民間および公共部門の専門家を対象としたサイバー攻撃防
止のための国際訓練を指導している。20 ページに掲載

寄稿者IPDF

ヴィンセント・WF・チェン（VINCENT W.F. CHEN）中将
台湾国家安全保障局の次長である。現在の職に就く前
は、2016 年から 2018 年まで、台北駐米経済文化代表処
主任顧問を務めた。台湾国防部通信開発局長、台湾陸軍
台北地方司令部司令官、台湾国防部統合諜報センター 
 （J2）のセンター長を歴任するという卓越した軍歴を持つ。
米国国防大学国家戦略学院において国家安全保障戦略の
修士号を取得し、テキサス州ダラスのサザン・メソジスト

大学（Southern Methodist University）において MBA を取得している。 
34 ページに掲載

フィリップ・J.・ヴァレンティ（PHILIP J. VALENTI）氏
は、アメリカインド太平洋軍の物流・工学・安全保障協力
理事会  （J4）、多国籍物流部門における国際物流の顧問
である。同氏は、物品役務相互提供協定を含むすべての国
際物流協定の責任者である。連邦政府でのキャリア以前
では、海軍士官として 28 年以上にわたって様々な物流
業務や人事業務に従事した。54 ページに掲載

「ForumNews」で検索し、
iTunes または 

Google Play ストアから 
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シンガポール

オーストラリア/日本

地域全体の展望IPDF

ステルス戦闘機
の艦隊構築

2050 年までに水素を主要の動力とすることを国家として目指し
ている日本は、その協力をオーストラリアに求めている。

Forbes 誌によると、オーストラリア自身も石炭の輸出に依存 
している状況から抜け出すことを望んでおり、同国の鉱山で取れる
低品位炭を水素に変換し、液化させて日本に輸出する形で両国が 
協力し合うクリーンエネルギー政策は、彼らにとっても恩恵となる。

オンライン雑誌 The Diplomat によると、日本は 2025 年まで
に 20 万台、2030 年までに 80 万台の水素自動車を走行させる
目標を掲げている（写真：トヨタ自動車が 2018 年 6月に東 
京で発表した水素燃料電池トラック）。

日経アジアンレビューのウェブサイトによると、2019 年 12 月、
日本は、液体水素を輸送するために設計された最初の運搬船
を発表した。ビクトリア政府のウェブサイトによると、その船
は 2021 年にオーストラリアのビクトリアのヘイスティング港へ向 

けて最初の商業航行を行う。ビクトリアは、 
日本企業のコンソーシアムがオーストラリア初
の水素液体化工場を建設している場所である。

2019 年 11 月に公表されたオーストラリア
の国家水素エネルギー戦略によると、 
水素の輸出は、2040 年までに約 27 億 US 
ドルの経済的な利益をもたらし得る。

さらに、他の水素製造プロジェクトも、
世界中で進行中である。オーストラリアの 
報告によると、韓国も同様に、水素資源の活用を
推し進めることに関心を持っているという。

しかしながら、まだ障壁は残る。「大き
なボトルネックは、炭素の回収と貯蔵です」
と、東京理科大学の教授である吉川武男博士
は、2019 年 6 月の Bloomberg のニュースで述べ
た。「それができないわけではありません。む

しろ、経済的な問題です。」
水素の大規模な回収と貯蔵を可能にする技術は、未だ開

発段階である。さらに、より安価な代替エネルギー源が潤沢
であることを考えると、水素エネルギーにかかるコストは 
依然として最大の障害の 1 つである。

また、Forbs 誌によると、水素のサプライチェーンのための 
世界的なインフラは未だ初期段階にあるものの、一方で、 
実験的な水素補給ステーションが世界中で数多く登場 
してきている。

オーストラリア連邦科学産業研究機構のダニエル・ 
ロバーツ（Daniel Roberts）氏は、2018 年 10 月に E&E ニュース
のウェブサイトで、まだ課題はあるものの水素の時代はやって
来たと述べている。水素ベースの輸送を「エネルギー戦略の
中心」に据えている日本と韓国のような国に対して、 
 「オーストラリアが低炭素水素を輸出することを、今や世界が強く 
要求」し始めたからである。FORUM スタッフ

2020 年 1 月のアメリカ国防安全保障協
力局（DSCA）の発表によると、 
米国国務省は最大12機の F-35 戦闘機 

 （写真）、および関連設備を推定 27.5 億
US ドルでシンガポールに販売することを 
承認した（現在、連邦議会による承認待ち）。 
東南アジアの都市国家であるシンガポール

は、2019 年にロッキード・マーティン社 
 （Lockheed Martin Corp.）から最初 
の 4 台の F-35を 購入する予定で、さらに 
老朽化した F-16 艦隊の入れ替えのため、

オプションとしてさらに8台の購入も検討 
していると述べた。 
米国国務省は、販売品目には、 

ロッキード社とエンジンメーカーの 
プラット・アンド・ホイットニー社 
 （Pratt and Whitney）の機器が含まれると 
公表した。F-35B の変形モデルは、短い離陸 
と垂直着陸が可能で、この属性は、国土が
狭いシンガポールには有益とみられる。 
シンガポールの国防省は、購入の正式

な条件については連邦議会の承認後に交渉

を行うと発表した。 
2019 年 10 月、米国国防省は、F-35 ジェット

の翌3年間の価格を発表したが、これによって 
ジェット機に掛かるコストを 13％削減できる。
東南アジアで最大の防衛予算を抱える裕福な 
シンガポールは、新技術への投資と設備の 
アップグレードを目指しており、そのため世界
の武器企業にとって格好のターゲットである。 
シンガポールは、2019 年の年間予算のうち、 

防衛、安全保障、外交への取り組みに対する
支出をトータルで約 30％ とした。ロイター

水素燃料の未来に向けた連携
ロイター

米国海軍
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係争水域での 
投資の要請

宇宙の野望に満ちた 
月へのミッション

インドネシアのジョコ・ウィドド（Joko 
Widodo）大統領は、2020 年 1 月、中華人民共和国
（PRC）が領有権を主張する南シナ海の海域で

中国と対峙したことを受け、日本に対して同諸島における
漁業水域とエネルギーへの投資を増強するよう求めた。

大統領府によると、日本の茂木敏充外相がジャカルタを 
訪問した際、ウィドド大統領は日本にナトゥナ（Natuna）
諸島でのビジネスチャンスについて検討するよう要請した。
大統領は、「日本にナトゥナへの投資を呼びかけたい」 
と茂木外相に言い、日本はインドネシアの主要な 
経済パートナーだと強調した。

ウィドド大統領は、中国の海洋警察と漁船が2019 年
12 月以来数回にわたってインドネシアの排他的経済水域 
に進入したとの報告を受け、2020 年 1月、ナトゥナ島を 
訪問して島嶼及びその周辺水域に対するインドネシアの 
主権を主張した。（写真：インドネシアのジャカルタで 
開かれた会談にてインドネシアのルトノ・マルスディ 
 （Retno Marsudi）外相と握手する日本の茂木敏充外相（左））

中国はナトゥナ諸島自体の領有権は主張していない
が、中国が宣言する九段線（中国が自国の領土及び領海
を示すと主張する中国の地図上の線）内に近隣の漁業権
があると主張している。

九段線は中国からはるか南まで囲って南シナ海の大部分
を含んでいるが、この主張は国際的には認められていない。
南シナ海では、ベトナム、フィリピン、ブルネイ、 
マレーシア、台湾が領有権を争っている。

インドネシアのルトノ・マルスディ外相は、 
記者団に対しナトゥナでの漁業、エネルギー、観光事業
への投資をウィドド大統領が日本に要請したことを 
明らかにした。「また、沿岸警備隊の連携を強化 
することにも合意した」と、外相は言った。

インドネシアはこの領域の航空および海上パトロールを 
強化し、船の出現について中国大使を呼び出した。 
インドネシア軍のスポークスマンは、ウィドド大統領 
の訪問後、漁船はその領域を離れたと述べた。 

2019 年、日本はインドネシアに約 782 億円（1,000 億
ルピア：726 万米ドル）を支援してナトゥナに魚市場を
建設した。この市場は東京の有名な市場にちなんで 
ツキジと名付けられることになった。

茂木外相は、2020 年には、ナトゥナやインドネシア
の他の島々で市場の建設を開始すると述べた。 
ロイター

インドは 2020 年 1 月、3 回目の月へのミッションを承認した。
低コストの宇宙電力を目指した最新の取組みである。
インド宇宙研究機関（Indian Space Research Organisation： 

ISRO）のK・シヴァン（Sivan）局長は記者団に対し、チャンドラヤーン
3 号は着陸機と探査車を搭載する予定だが周回衛星は搭載しない、 
と語った。

2019 年 9 月のチャンドラヤーン 2 号のミッションでは、科学データ 
を地球に中継する月周回衛星の配備に成功したが探査車を月面に 
配置することはできなかった。
このミッションは、他の月のミッションでは行ったことのない月

の南極への着陸を目指していた。この地域はクレーターが太陽の 
高温の影響をほとんど受けていないため、水があると考えられている。
インド宇宙研究機関は、2008 年のミッションで初めて発見された

氷の形で水が存在することを確認したいと考えていた。
シヴァン氏によると、チャンドラヤーン3号は前回のミッションと 

 「類似の構成」となる予定だという。（写真：インドのシュリーハリコ
ータにあるサティシュ・ダワン宇宙センターからチャンドラヤーン2
を運んで発射されたインドの静止衛星打上機「Mk III-M1」）

月に着陸したのは米国、ロシア、中国だけである。中国の探査機 
 「嫦娥 4 号」は 2019 年に月の裏側に着陸した。イスラエルは 2019 年
4 月、探査機ベレシートを月に着陸させようとしたが失敗に終わった。

PTI 通信はインドの 3 回目の月のミッションは 2020 年に打ち上 
げられる可能性が高く、費用は前回のミッションよりも少なくなるという 
宇宙省のジテンドラ・シン（Jitendra Singh）副大臣の言葉を報じた。
また、シヴァン氏はインド宇宙研究機関が 2021 年後半に予定 

している有人宇宙飛行ミッションが「順調に進展」しており、4 人の 
宇宙飛行士が訓練に選ばれたと述べた。このプロジェクトはガガニャン 
 （Gaganyaan「天の船」）と呼ばれ、費用は約 1,424 億円（1,000 億 
ルピー：14 億米ドル）以下になると政府は 2018 年に発表している。
インドは手頃な価格の衛星打上げや宇宙ミッションの先駆者 

としての評価を高めてきた。2014 年の無人火星ミッションの費用 
はわずか約80億円（7,400 万米ドル）で、ハリウッドの宇宙超大作 
 「ゼロ・グラビティ」（原題：Gravity）の予算を下回った。ロイター

インドネシア

インド
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テロリスト最新情報IPDF

 「対テロ戦争」 
で家族を追放
AP 通信社

ウイグル族のイマームは、何十年もの 
間中国西端の農業コミュニティーの 
根底にあった。金曜日にはイスラム教
を平和の宗教として説いた。日曜日 

には無料の漢方薬で病人を治療した。冬には貧民 
のために石炭を買った。

2017 年、中国政府はメムティミン・エマー
（Memtimin Emer）氏の出身地である新彊ウイグル
自治区を大量拘禁運動に巻き込み、年配のイマーム
を息子 3 人全員と一緒に一掃し、監禁した。

さて、新たに明らかにされたデータベースでは、
エマー氏と 3 人の息子やカラカシュ県のその他数百人
が拘禁された主な理由、すなわち彼らの宗教と家族
の絆が非常に詳細に明かされている。

このデータベースには、国外にいる親類と一緒
に 311 人の抑留について記録され、2,000 人以上の 
親類、隣人、友人に関する情報が掲載されている。
各項目には、被拘禁者の氏名、住所、国籍番号、 
拘禁の日付と場所とともに、被拘禁者の家族、 
信仰宗教、近隣の背景、拘禁の理由、釈放するかどうかの 
決定に関する詳録が記載されている。この 1 年以内に
発行された文書には、どの省庁が誰のために作成し
たかは記されていない。

この情報は、100 万人以上の少数民族（ほと 
んどがイスラム教徒）を監禁している大規模な弾圧
の一環として、中国当局がどのようにして収容所の
出入りを決定したかについてこれまでで最も詳細 
かつ個人的な見解を示している。

データベースは、中国共産党（Chinese 
Communist Party：CCP）が拘禁する理由として、 
当局が主張するような政治的過激主義ではなく 
祈りをささげたり、モスクに参列したり、長い 
あごひげを生やしたりといった普通の宗教活動に焦点を当
てていたことを強調している。また、家族の役割 
についても示している。拘禁されている親族を持つ
人々は、彼ら自身が収容所に入る可能性がはるかに
高く、その過程でエマー氏の家族のように家族全員
を追放し犯罪者扱いする。

同様に、被拘禁者の振舞いよりも家族の経歴や態度
が釈放されるかどうかに関する大きな要因である。

新疆における監視技術の利用について研究している
コロラド大学の研究者、ダレン・バイラー（Darren 
Byler）氏は「宗教的慣習が標的にされているのは明
らかだ」と語る。「彼らは社会を分断し家族をバラバラ
にして、再訓練や再教育を受けやすくしたいのだ。」

新疆地区の政府にファックスでコメントを求めたが、 

中国が
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回答はなかった。新疆の宗教関係者とその家族が標的になっ
ているのかとの質問に対し、外務省スポークスマンの耿爽 
 （Geng Shuang）氏は「この種のばかげたことはコメント 
する価値もない」と述べた。中国政府はこれまで、拘禁施設
は自主的な職業訓練のための施設であり、宗教による差別 
はないとしてきた。

中国は何十年もの間、新疆の支配に苦慮してきた。現地
のウイグル族は長い間、北京の強硬な支配に憤慨している。
米国の 9.11 テロ攻撃により、当局はテロの脅威を利用して
ウイグル族の若者はイスラム過激主義に影響されやすいと述
べ、より厳しい宗教的制限を正当化しはじめた。2014 年に 
新疆の首都にある駅で武装集団が爆弾を仕掛けた後、 
習近平総書記はいわゆる「対テロ人民戦争」を開始し、 
新疆をデジタル警察国家に変えた。

ウイグル族亡命者コミュニティーの情報源からのデータ
ベースの漏洩は、大量拘禁システムの実際の運用に関する 
極秘青写真が2019年11月に流出したことに続くものである。 
AP 通信などが参加している国際調査ジャーナリスト連合 
 （International Consortium of Investigative Journalists）が入手
した青写真により、これらの施設が、秘密裏に運営されている
思想・行動の再教育強制収容所であることが明らかになった。
ニューヨーク・タイムズ紙にリークされた別の文書からは、
大量拘禁に至る歴史的経緯が明らかになった。

最新の文書はウイグル族亡命者コミュニティーの情報源

から入手したもので、最新の日付は 2019 年 3 月である。被拘禁者
のリストには、住民の 97% 以上がウイグル族で、新彊の 
タクラマカン砂漠の端にあるカラカシュ県の伝統的な定住地 
にいる約 65 万人の出身者が記載されている。このリストは、 
カラカシュの元住民へのインタビューや中国の身元確認ツール、 
その他のリストや文書等が裏付けとなった。

被拘禁者とその家族は監視され厳格かつ明確に分かれた
カテゴリーに分類される。世帯は「信頼できる」か「信頼 
できない」に分類され、態度は「普通」か「良い」に分類 
される。家族は信仰心が「薄い」か「篤い」か、データベース
は、それぞれの被収容者の親族のうち何人が刑務所に入れら
れたか、あるいは「訓練所」に送られたかを記録している。

たとえ罪を犯していなくても当局はこれらのカテゴリー 
を使ってどの程度疑わしい人物かを判断した。拘禁施設の 
専門家でワシントン DC にある共産主義の犠牲者記念財団 
 （The Victims of Communism Memorial Foundation）の上級研
究員、エイドリアン・ゼンツ（Adrian Zenz）氏は「政府の 
魔女狩り的な考え方や政府があらゆるものを犯罪と見 
なすことを示している」と述べている。

抑留理由としては「軽度の宗教的感化」、「理由もなく 
他の人を訪問して他の人の邪魔をする」、「海外の親戚」、 
 「考えが理解しがたい」、「特定の年代に生まれた信用でき
ない人物」などが挙げられている。最後は若者のことを言 
っているようである。ゼンツ氏のデータ分析によると「信用
できない」と考えられた人の約 31% が 25 歳から 29 歳の年齢層
であった。

元教え子のアブドラ・ムハンマド（Abdullah Muhammad）
氏は拘束者リストにエマー氏の名前を見つけ、取り乱 
した。「彼はこんな目に遭うべきではない」とムハンマド氏
は述べた。エマー氏は党が承認した説教をしたが、中国共産党
のプロパガンダを説くことを拒否し最終的に当局とトラブル
になったとムハンマド氏は言った。彼はイマームの地位を 
剥奪され地域が混乱する中、1997 年に教えを説くことを 
禁じられた。

エマー氏の 3 人の息子は誰も有罪判決を受けていなかった。
しかし、データベースによると 2017 年の間に子どもが多 
すぎること、海外旅行をしようとしたこと「信用できない」
こと「宗教的過激主義に感化している」こと、イスラム教の
メッカへの巡礼であるハッジに行ったことを理由に全員が 
収容所に入れられた。また、彼らとエマー氏との関係や 
信仰宗教だけで収容所から釈放するのは危険すぎると当局者
に思わせるのに十分だったことを示している。近隣者録に 
記録されたエマー氏の犯罪容疑と実刑判決により、近隣者 
までもが近くに住んでいたことで違反と見なされた。

データベースによるとこれらの情報の多くはモスクに 
駐在する幹部チームによって収集され家庭訪問に送られ、 
コミュニティーに掲示される。この情報はその後、親族、 
コミュニティー、信仰宗教を含む「3 つのサークル」と呼 
ばれる調書にまとめられる。

このデータベースによるとカラカシュの当局は海外 
への渡航、パスポートの取得、外国製ソフトウェアの 
インストールなどの行動をする人々も明らかに標的 
にしていた。

元教え子のムハンマド氏によると、今は健康問題で 
自宅軟禁されているエマー氏の場合、彼の人生を壊したのは
イマームの勇気と頑固さだった。モスクと教えを説く権利を
奪われながらもエマー氏は 20 年間、信仰に忠実であり続け 
当局に静かに反抗した。「他の学者たちと違い共産党から 
受け取れたお金やモノには全く関心がなかった」とムハンマド
氏は述べた。「彼は当局に屈服しなかった。だから当局は彼
を排除しようとした。」

この 2020 年 2 月の写真には、漏洩したデータベースが詳細に写 
っている。文面は、「家族構成：親類総数 11 名、受刑者 2 名、 
研修中1名、父:メムティミン・エマー... 12 年の刑を宣告され、 
現在は旧専門学校の訓練所。」このデータベースは、中国当局 
がどのようにして収容所の出入りを決定したかについて、 
これまでで最も詳細かつ個人的な見解を示している。AP 通信社
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衛経済学の定義はもはや、 
競合する防衛優先順位の
間で予算配分を最適化 
するという考えに限定 
されるべきではない。 
戦略的競争の時代にあっ
ては、予算制限の範囲内

での選択を重視する静的な枠組みを超えて進 
むべき時である。同じ考えを持つ国々で、より
拡張性のあるダイナミックな構想、すなわち 
脆弱性を管理しつつ、敵対者に対する競争の 
優位を確立するために進化する経済関係と強 
みを戦略的に整合し、活用することに重点を 
置く構想を取り入れるべきである。

この問題は、常に予算最適化のレンズを 
通してのみ見られてきたわけではない。 
第一次世界大戦と第二次世界大戦、そしておそらく
冷戦を振り返ると、より広い防衛経済学の構想
が作用していた。経済的に純粋に独立している
ことは稀であったが、経済、金融、技術の流 
れが収束し融和する度合いが今日見られる 
レベルに達することはほとんどなかった。20 世紀
の第3四半期になっても、対外的な発展を遮断
するレベルは様々だが「国家」経済は、比較的
別個に独立した存在であったと捉えるのが妥当
であった。経済学者が戦略的競争について論 
じるとき、国家対国家として国家資産と国力を
中心に利用し、組織的に卓越性を競っていると
考えるのは理にかなっていた。このモデルでは、
防衛経済学はすべて、敵対者に打ち勝つための
国家経済力の調整にかかっていた。

冷戦が終結しすべてが変わった。一極化の
中で予算監督者は、戦略的競争とその中の 
経済の役割を見失った。その代わりに、平和の

配当を現金化する論争が行われ、財政論争は 
国防予算の規模に集中した。国際平和維持活動 
やその他のミッションへの進出が進むにつれて、
これらの新しいミッションを遂行するための 
国防予算の再編成に関する分析の重要性が増 
してきた。このような状況の中で、防衛経済学 
はマクロレベルは予算決定や適切な防衛予算配分
に関する議論を支援する分野として理解される

ようになったが、特にミクロレベルでは、競合
する優先順位の間で国防予算の管理に関する 
決定を支援する分野として理解されるようにな
った。9.11 の悲劇的な事件とそれに続く対テロ
戦争は、こうした傾向をさらに際立たせた。 
これらの緊急かつ競合する需要の下で、適切な
国防費はどの程度であるべきか。そして、 

防

戦略的競争 
に向けたに向けたパラダイムシフトの時

アルフレッド・エーラーズ博士/ダニエル・K・イノウエ・アジア太平洋安全保障研究センター 写真：AFP/GETTY IMAGES

100 元札と 100 ドル札を数える銀行員。
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人道支援、平和維持支援、国家建設、テロ対策、
その他無数の必要事項に対する支出の適切な組
み合わせは何か。

冷戦が終わった後、別の論争が必要になった。 
グローバル化現象が起こり、経済、金融、技術
の流れが急速に拡大し遮断の幕は次第に取り払
われ、国の経済が外部からの影響に晒される 
時代となった。ピーターソン国際経済研究所は、
グローバリゼーションを「国境を越えた物資や 
サービスの貿易、技術、投資や人、情報の流 
れによってもたらされる世界の経済、文化、 
人口の相互依存の高まり。」と定義している。
より具体的なレベルでは、Apple、Amazon、 
ウォルマートといった大企業の名前が考察できる。

実際、技術、輸送、物流の革命はいずれも
国民経済の概念を時代遅れのものにした。 
戦略的競争、ひいては防衛経済が将来どのよう
になるかを疑問視する好機があったとすれば、
おそらくこれがその時であった。国の経済力 
がますます質的に変化する中で、どのように 
戦略的に競争するのか。そして、防衛経済学の
考え方をどのように進化させ、そのような力を 
決定的な競争優位のために結集させるのだろうか。

冷戦の終結によりその機会は失われたが、

世界は今、第四次産業革命の入り口に立っている。 
かつては未来的と思われていた技術が今では私 
たちの生活に革命を起こそうとしている。インド 
太平洋地域及び世界中の協力国は、特に経済、
金融及び技術的関係において加速している変化
に追いつこうと取り組んでいる。協力国が 
戦略的競争に目を向けるようになれば、今後の
課題を考え直す必要がある。イギリスの高名な
経済学者ジョン・メイナード・ケインズ（John 
Maynard Keynes）の言葉にあるように、「誰の
知的影響も受けていないと信じている実務家 
でさえ、誰かしら過去の経済学者の奴隷 
であるのが通例である。」

では、防衛経済学にとって再構成された 
ビジョンとはどのようなものだろうか。第二次世
界大戦と冷戦がヒントになるかもしれない。 
米国にとってこれら2つの出来事は、実在の 
課題を最も如実に表すものとなった。これらの
課題に対処するには、国を守るための計画、 
調整、動員に並々ならぬ努力が必要である。 
この努力を導くことは、戦略的優位性を付与 
する上で経済力の中心となる役割を認識する 
分析の重要な枠組みであった。戦略的な優位性
を生み出すためには経済力を結集させるように

冷戦終結の最も重要な象徴・ドイツのベルリンの壁の崩壊。冷戦の終結は、敵対関係にあった国々の経済をつなぐ戦略的競争の時代 
をもたらした。



13IPD FORUMFORUM

意図的に向けられた議論、枠組み、概念、より
広範な考え方を再考することが重要である。

これらの議論は慎重に行われるべきであり、 
これらの成果物が現在の課題や将来の状況に必
ずしも移行できるものではないという事実に 
注意を払うべきである。たとえば、背景事情 
がまったく異なる。経済は、敵同士でさえも 
過去のように孤立しているのではなく深く融和
している。力の基盤は変化してきており、 
産業中心ではなく技術や知的無形財産との 
結びつきが強くなっている。最後に重要なことだが、
今や経済力を支える役割は国家よりも経済全体
にわたる非国家主体の多様な当事者にかかって 
いる。実際この当事者達は本質的に国際的 
なものであるためさらに複雑なものとなっており、
この防衛経済学を再度概念化するにあたり、 
同盟国や協力国とともに取り組むことが不可欠
であることを示唆している。これらすべ 
てを念頭に置いて協力国は決定的な影響力を 
与えるため、どのようにしてこれらのものをつ
なぎ合わせこれらの部門、主体、強み、能力 
の総計を全体よりも大きくできるのか。これが
防衛経済学の課題に違いない。

防衛経済学のこのような明確な表現は、 

一部の人々を不快にするかもしれない。戦争時代 
の国家統制経済のように聞こえるのではないか。
私たちは単に、多くの敵対者が実践しているような
指令経済を模倣しているにすぎないのではないだ
ろうか。これらの条件は十分に根拠があり、 
バランスを取るために今後重要な役割を 
果たさなければならない。協力国や同盟国は、 
この新しい定義の中で自由かつ民主的な価値観を
支持し、国内的および国際的な場面において継続
して法規制に準拠しなければならない。そうする
ことで、防衛経済学の新しい定義が戦略的競争 
にもたらすより重要な貢献の一つになるかもしれ
ない。この防衛経済学の考え方は、予算管理の 
手段としてよりも、自由民主主義の理想に裏打 
ちされた経済的重要性として概念化されており、
より脆弱で独裁的な基盤に基づく選択肢とは異 
なる強力なポイントがある。現在の戦略的競争 
において決定的な優位性を得るために経済力を 
結集する手段として、防衛経済学の見解を甦 
らせることは、自由で開かれたインド太平洋を 
維持する上で不可欠な役割を果たすである。o

世界経済の国際的な繋がりを示す韓国のソウルにある KEB ハナ銀行の 
トレーディングルーム 。

今や経済力を支
える役割は、国
家よりも、経済
全体にわたる非
国家主体の多様
な当事者にかか
っている。

アルフレッド・エーラーズ（Alfred Oehlers）博士は、ダニエル・K・イノウエ・アジア 
太平洋安全保障研究センターの経済学教授で、東南アジア及び太平洋諸島を専門としている。
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北朝鮮の 
制裁回避へ

の対抗 
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自国の石炭を中国やロシアなどに 
不正に輸送したとして、 
北朝鮮の船「ワイズ・オネスト 
号（Wise Honest）」を取り押

さえようとする国際的な動きは、紆余曲折
のあるスパイ小説のようにも見える。
この事件によって、金正恩（Kim Jong 
Un）政権が共謀者や制裁金で利益を 
得る者たちのネットワークの援助を 
受けながら、どのように巧妙で複雑な戦略
と予測しづらいテクニックを用いて、 
複数の区域にまたがる複数の制裁を回避
しインド・太平洋地域における制裁の 
実施と執行にけちをつけたのかがわかる。

ワイズ・オネスト号の１件は、 
インドネシア、マレーシア、ベトナム 
などからの支援の下での複数国による 
制裁活動の後に最も盛り上がりを見 
せた。2019 年 9 月、米国連邦裁判所が 
北朝鮮による拷問の犠牲者2人の家族への
補償として、船の売却を命じた。 
ネイビータイムズ紙（Navy Times）によれば、
直近の被害者はプロパガンダポスターを
盗もうとしたとして金政権に拘束・拷問
された後、植物状態で解放され、2017 年
に死亡したオットー・ワームビア（Otto 
Warmbier）という米国の学生であった。 

この米国による初めての押収は、北朝鮮
に対する制裁執行の複雑さに光を 
当てるだけでなく、金政権に対して完全かつ
検証可能で不可逆的な方法で、すべての
核兵器と既存の核兵器開発プログラム 
を放棄するよう最大限の圧力をかけ続 
けるという米国の姿勢を例証 
するものである。 

2019 年 8 月の国連安保理北朝鮮専門家
パネルの報告によると、北朝鮮最大級 
の制裁違反船———177 メートルの 
 「ワイズ・オネスト号」の没収に成功 
したにもかかわらず、北朝鮮による石炭

と石油の不法な瀬取り行為は 2019 年半 
ばに至っても衰えることなく続いていると
いう。違法な輸送は減少するどころか、 
2018 年にすでに横行したやりかたよりも 
 「範囲、規模、巧妙さ」という点で増長 
している。さらに、北朝鮮は銀行の 
エージェントや海外で活動する 
フロント企業を通じて国際金融 
システムに接触し続けていたと報告書 
は明らかにしている。

また、2019 年の英国王立防衛安全保
障研究所（RUSI：Royal United Service 
Institute）の報告書によると、中国に拠点
を置く企業である威海世界海運貨物 
 （Weihai World Shipping Freight）は、 
2018 年 3 月に国連安全保障理事会の制裁
リストに追加されたにもかかわらず6
7 隻の船団を運航させ続け、英国のフロント 
企業を巻き込んだネットワークを利用 
して北朝鮮の石炭を中国とベトナムに 
密輸していた。

国際社会は現状の「作用・反作用の 

国際的な協力体制の継続が 
最大圧力政策の要点
ニール・K・ワッツ（NEIL K. WATTS）およびウィリアム・J・ニューカム（WILLIAM J. NEWCOMB）

中国とロシアの国境近 
くにある羅先港の 
波止場に積み上 
げられる北朝鮮の石炭
AFP/GETTY IMAGES
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争い」に北朝鮮が勝つのを止めなければな
らない。

圧力政策
近年、北朝鮮は核兵器や弾道ミサイルの 
実験を再開し、そのような行為は国際的な
平和と安全を脅かすとの国連安全保障理事会 
の判断に対して再び反発している。これを
受けて 2016 年と 2017 年の安全保障理事会 
では、北朝鮮政府に禁止された行為を取 
りやめるよう強く圧力をかけ外交的解決 
を模索させる、より積極的な姿勢が執 
られることとなった。

普段は厳しい制裁に慎重な立場の 
中華人民共和国とロシアもこれらの措置 
に合意した。制裁には、主に中国市場向 
けの貴金属、鉄・非鉄金属、石炭、農産物、
魚介類、繊維製品など北朝鮮の主要な外貨稼
ぎ先の輸出禁止が含まれていたほか、機械、
自動車、特定の金属、石油の輸入も 
国連安全保障理事会によって禁止された。また、
瀬取り行為の禁止を含む海運分野での制裁
や、北朝鮮の法の網をくぐる行為や核兵器 
・ミサイル兵器開発の資金供給を目的 
とした金融に対する制裁が強化された。

制裁の範囲と程度が強められていること

から、安全保障理事会の北朝鮮へのアプロ
ーチが対象を狭い範囲に限定した制裁措置
から、かつての包括的な制裁に頼ったものに
回帰していることを示している。一方で、
その包括的な制裁措置においては石炭 
と石油が対象から除外されることが慎重 
に検討されているほか、場合によっては 
人道的な例外措置を検討する意思が表明 
されている。これはイラクに対する制裁等
の「前例」を悩ませた意図しない結果や、
国際的な支援を無駄にするといった事態を
回避するためである。

海上輸送
国連決議では北朝鮮に供給、販売、譲渡 
されている物品を、たとえ北朝鮮の 
船舶同士であっても、また間接的なものでも
船舶から船舶へ移し替えるという瀬取り 
行為を明確に禁止している。瀬取り行為 
には港で貨物を下船させずに、海上で船から
船へ貨物を移動させるためある船が別の 
船に随行するような行為も含まれている。 

石炭全般の輸送禁止に加えて精油製品 
の輸送も禁止されているが、これらに関 
しては一定の免除措置が執られている。 
精油を輸入するための主要な手段である 

北朝鮮の貨物船「ワ
イズ・オネスト号」
が未確認の港に停泊
している様子を捉え
た米国司法省の衛星
写真 2019 年 5月、米
国は国際的な制裁
に違反したとして
同船を押収した。
AP通信社
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瀬取り行為は港の制裁規制を回避し、輸送貨物
の目的地や原産地を隠すことを目的としてほとんどの
場合国際海域で行われる。このような不正な 
瀬取り行為を行っている船舶は通常、探知を 
逃れるために、輸送前や輸送中に自動識別 
システム（AIS）のスイッチを切っている。

この種の海上輸送そのものは違法ではないが、
北朝鮮はこの方法を利用して港湾当局の監視の目 
を逃れて輸出規制を回避し、輸出会計・報告上に 
輸出行為が表れないようにしている。このことによ
って、北朝鮮の精油輸入に年間 50 万バレルの上限 
を課すという国連の決議の意義が失われている。 
2019 年 3 月および 8 月の国連安保理北朝鮮専門家パネル 
の報告によれば、不正輸送の検出数から考えると
2018 年から 2019 年にかけての 4～5 ヵ月間のうちに 
国連の定めた年間上限が破られている計算になる。

例えば台湾の工作員、陳世憲（Chen Shih-hsien） 
氏よる精油製品の不正な輸送計画 11 件のうち、 
最初の 2 件はそれぞれ450万ドル、850 万ドルに相当
した。2017 年に韓国と米国の当局が「ライトハウス 
・ウィンモア号（Lighthouse Winmore）」——— 
香港で登録され、陳氏が所有するビリオン・バンカー
・グループ（Bullion Bunker Group）が運航させて
いるタンカー船が制裁措置に反して北朝鮮に燃料 
を提供していたことを突き止めたと台湾ニュース 
 （Tiwan News）紙が報じた。同紙によれば陳氏は 
2019 年 6 月に台湾当局に起訴された後、ビルの 6 階 
から飛び降り自殺したという。

北朝鮮は、石炭輸出によって年間 10 億ドル以上 
を外国から得ていると推定されている。通常の場合、
不正輸送は約数百万ドルに相当するが、ブローカー
が確認した資金で輸送前に米ドルで支払わていなけ
ればならない。専門家たちは、北朝鮮の核兵器や 
弾道ミサイルの開発資金はこの石炭の輸送による 
利益に依存していると考えている。

2019 年 8 月の国連専門家パネルの報告によると、
2018 年にインドネシア政府に拘束された際にワイズ 
・オネスト号が輸送していた265億トンの石炭は 
約 300 万ドルに値する。ワイズ・オネスト号は 
北朝鮮船籍でありながら、シエラレオネの旗の下 
で航行していると偽り北朝鮮に重機械を輸送 
していたことがあり、これもまた国連と米国の 
制裁措置に違反していた。

石炭の不正輸送は、インドネシアのバリクパパン 
 （Balikpapan）近くにおいてロシア船への瀬取 
り行為を経由して行われたが、その資金は共謀 
した中国企業ホイトゥン・ミネラルズ社（Huitong 
Minerals）によって、北朝鮮のジンミョン合弁銀行 
 （Jinmyong Joint Bank）からインドネシアの銀行に
送金された。ジンミョン合弁銀行は、韓国ソンギ 
総合商社（Korea Songi General Trading）やワイズ 
・オネスト号の所有者であるソンギ海運（Songi 
Shipping）、韓国インミョン商社（Korea Yin 
Myong Trading）など、韓国ソンギのネットワーク 
に属している。2019 年 7 月、裁判所の文書によって

2019 年北朝鮮およ
び 56 か国に関する国連

専門家パネル

本報告は 2018 年 2 月から 2019 年 2 月までの期間
を対象とし、2006 年以降に成立した北朝鮮に関
する 10 項の国連決議に関する違反事項を 
新規申し立て／継続申し立て、未解決／立証済 
みを問わず、100 件以上詳細に記録している 
北朝鮮および 56 の国・地域・組織のうち 31 が 
複数の制裁違反の責任を負ったとされている。 

•	 アルジェリア*
•	 ベリーズ
•	 ボリビア
•	 ボツワナ
•	 英領バージン諸島
•	 ミャンマー
•	 カンボジア
•	 中国
•	 コモロ
•	 コートジボワール
•	 コンゴ民主共和国
•	 エルサルバドル
•	 パプアニューギニア
•	 エリトリア
•	 フランス
•	 グルジア
•	 ガーナ
•	 ギニア
•	 ホンジュラス
•	 香港
•	 インド
•	 インドネシア
•	 イラン
•	 ラオス
•	 レバノン
•	 リビア
•	 マダガスカル
•	 マレーシア
•	 マルタ

•	 メキシコ
•	 モザンビーク
•	 ナミビア
•	 ニュージーランド*
•	 ニカラグア
•	 ナイジェリア
•	 パナマ
•	 フィリピン
•	 ポーランド
•	 ロシア
•	 セルビア
•	 セーシェル
•	 シエラレオネ
•	 シンガポール*
•	 南アフリカ
•	 スーダン
•	 シリア
•	 台湾
•	 タンザニア
•	 タイ
•	 トーゴ
•	 チュニジア
•	 ウガンダ
•	 アラブ 

首長国連邦
•	 ベトナム
•	 イエメン 

（フーシ派）
•	 ザンビア 

56 の国・地域・組織は以下の通りである。

*報告期間中に、制裁違反の疑いを是正または処罰するために、
国が措置を講じたことを示す。 
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このネットワークが金政権の 
朝鮮人民軍庇護下にあることが明 
らかになった。 

ジンミョンの総裁を名乗るチョン・ 
ソン・ホ（Jong Song Ho）という男は、 
ジャカルタの北朝鮮大使館での会談中に 2018
年の不正輸送を命じた。2019 年 4 月に 
ワシントン・ポスト紙（The Washington 
Post）が報じたところによると、彼が 
インドネシアのブローカーを介して、JP モルガン 
・チェース銀行を仲介とした銀行振り込 
みによってホイトゥン・ミネラルズ社 
への米 76 万ドルの支払いを手配した 
銀行などの記録が残っている。また、 
インドネシア政府は韓国のエナーマックス社 
 （Enermax）がワイズ・オネスト号の 
石炭を意図的に受け取ったと述べていると、 
AP 通信は報じている。エナーマックス社は
石炭を輸入したことについては否定したが、 
 「インドネシア現地のブローカーと思 
われる人物」から石炭輸送のオファー 
を受けたことを認めた。しかし 2019 年 
7 月、ニューヨーク・タイムズ紙は、 
エナーマックス社がパレードや首脳会談 
で金正恩氏を輸送するメルセデス・ 
ベンツ社のリムジンを北朝鮮に違法に 
輸送していた件にも関与していたと 
報じた。 

中国企業を利用するメリットとして、 
北朝鮮のフロント企業が銀行システムに 
アクセスできること、中国の公用通貨 
である人民元を米ドルにロンダリング 
できること、元帳取引や物々交換などの 
代替的な金融取引ルートを利用して利益 
を本国に送還できることが挙げられる。 
このような共謀関係にある企業同士の行 
いは、分割払いを利用して現地の仲介人 
の活動に資金を提供している。 

不正輸送の阻止
北朝鮮は、その欺瞞と回避戦術の範囲と 
巧妙さを常に進化させている。その手法は、
多層的なフロント企業群、海上の法域そして 
断片化された金融取引にかかわるものである。
北朝鮮の船舶は AIS 操作や、本来の船舶 
とは別の船舶であると主張する、いわゆる 
 「身元詐称」を行うことによって物理的・ 
電子的に変装している。さらに、それらの
船舶は迂回した非経済的な航海を行い、 
外国の港をいくつも経由することで、 
積荷港と原産港を示す偽造文書の信憑性 
を高めている。北朝鮮がロシア極東の港 
を好んで使うのは、その地域が東アジア 
における大規模な石炭輸出地だからだ。

ワイズ・オネスト号の事例によって、 
北朝鮮が国連と米国の制裁を回避するために

2018年にインドネシア 
政府に拘束され、 
米国沿岸警備隊に引き 
渡された後、2019 年 5
月に米領サモアの 
パゴパゴにある港に 
曳航される北朝鮮の 
貨物船「ワイズ・ 
オネスト号」（中央）
AP 通信社
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執ったテクニックの複雑さが明らかになった。
また、この事例は不法輸送を阻止できた 
成功例でもあるが、逆に北朝鮮がターゲット
とし、悪用する法的枠組みの欠点によって
効果的な制裁の実施がいかに損なわれてい
るかを示す事例でもある。 

CBS ニュースによれば、2018 年 4 月、
インドネシア政府は北朝鮮の石炭を不正に
密輸したとして、1万 7600 トン以上の 
シングルハル型ばら積み貨物船「ワイズ・
オネスト号」を捕らえた。北朝鮮のナムポ 
 （Nampo）港で石炭を積載しているところを
撮影された1ヵ月後のことであった。船長
はインドネシアで同国の海事法違反で起訴
され、有罪判決を受けた。 

インドネシアのバリクパパンにある 
地方裁判所は、虚偽の申告をした船長に、
不正に輸送した北朝鮮の石炭を現地の仲介人
またはブローカーに返還しなければならな
いとの判決を下した。そして、さらにい 
くつかの刑罰を与えたうえで石炭の 
再輸出を許可した。この件に関わってい
たブローカーであるエコ・セヤモコ（Eko 
Setyamoko）はすぐに、不正に輸送された
石炭（後にインドネシア原産であることが
証明された）を、当初不正輸送に使用 
していたパナマ籍の船であるドン・タン号 
 （Dong Thanh）に移し替えた。しかし、 
マレーシアの港に到着した時点でドン・ 
タン号は当局によって入国を拒否され、 
その後 2019 年 6 月に船とその不正な石炭は
ベトナムに差し押さえられた。国連の専門家
たちによる 2019 年の報告によると、いずれの
行動も国連の制裁に関する決議が効果的 
に実施される結果に結びついたという。

2019 年5 月、インドネシア当局はワイ
ズ・オネスト号を米国に引き渡し、米国 
はその船をサモアに曳航した。米国司法省
の発表によると、米国が国際制裁違反で 
北朝鮮の貨物船を押収したのはこれが 
初めてであった。ネイビー・タイムズ紙 

は、米国の連邦裁判所が、2019 年 9 月に 
ワイズ・オネスト号を売却した収益金 
をオットー・ワームビア氏の両親と、 
2000 年に北朝鮮の工作員に拉致され、 
拷問され、処刑されたキム・ドンシク 
 （Dong Shik Kim）牧師の兄と息子に分配
したと報じた。  

国際的な協力
ワイズ・オネスト号とドン・タン号の事例
は、複数の管轄区域で活動し日々進化している
北朝鮮のネットワークを効果的に崩壊させる
ためには、国際的な協力が極めて重要である
ことを示している。このような事例はむしろ
制裁の失敗を示しているのだと批判する者 
もいる。しかし、より深く調べてみると北朝鮮
とビジネスを行うことのコストとリスクは着実
に増大しており圧力が効果を発揮している 
とも言える。2019 年以前、北朝鮮は制裁 
そのものすら受け入れていなかったが、最近
北朝鮮は初めて制裁に対する救済措置を話題
に出し交渉を求めている。

2019 年の中国には、2018 年ほどは国連
の制裁措置すべてを厳格に実行していない
兆候があった。中国税関の統計資料によれ
ば、2019 年でさえも北朝鮮の対中輸出と対
中輸入は制裁措置を厳しいものにする以前と
比べてはるかに少なく、二国間の貿易赤字は
厳罰化前の水準をはるかに上回っていた。

アフリカ諸国やその他の国の政府が経
験した様々な司法的失敗や北朝鮮への「共
謀的な」支援が示すように、より多くの国
が制裁を行い厳しく運用していくために
は、困難が待ち受けている。しかし、進歩
はしている。忍耐と粘り強さによって制裁
の形骸化を防ぎ、最終的にはこの「マラソ
ン大会」で北朝鮮を疲弊させることができ
るかもしれない。o

2018年2月、スティーブン 
・ムニューシン（Steven 
Mnuchin）米国財務長官
はホワイトハウスで 
北朝鮮関連の制裁強化を
発表し、北朝鮮の海運・
貿易会社や船舶を混乱 
させた。

2017年12月22日ニュー
ヨークにて、北朝鮮への
新たな制裁措置を課す
国連安全保障理事会の
会議に出席する中華人
民共和国の呉海涛（Wu 
Haitao）次席大使。
ロイター

ニール・K・ワッツ氏とウィリアム・J・ニューカム氏は、UNSCR 

1874（2009 年）によって設置された、国連安全保障理事会北朝
鮮制裁委員会専門家パネルの元メンバーである。
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暗号通貨
の課題

安全保障を脅かし、制裁規制を弱体化 
させる金融技術兵器化への対策

アシュリー・テイラー（ASHLEY TAYLOR）

FORUM イラスト
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従来型の銀行制度に関わることなく、サイバー圏で
事業を運営する多くの企業は、政府規制当局の 
影響を受けにくい傾向にある。こうした企業は 
ブロックチェーンや分散型台帳に基づく暗号通貨 
 （仮想通貨）や他の匿名化技術、スマートコントラ

クト、オンライン取引を利用している。この仮想化された 
不透明な事業界は、正当な利用者にとってはコスト効率と 
時間効率が高いという利点があるが、これは野心的なサイバー
犯罪者および不正行為者や「ならずもの国家」にとっても 
理想的な環境である。

20 年以上前、アンゴラ内戦中にアンゴラ全面独立民族同盟 
 （UNITA）の調達員は電子メールを使用して武器を入手し、 
拠点への搬送を手配したが、これは国際連合の調査官が潜在的 
なデジタルツールの悪質な適応手段を確認した初の事例となる。
以来、脅威はより高度化し深刻化する一方となった。たとえば、
近年ではイラン人が防衛企業をハッキングして、部外秘の発射物
ソフトウェアや他の知的財産を窃盗するという事件が発生 
している。イスラム国（ISIS）は暗号通貨を使用して 
武器購入資金を調達し、2019 年 4 月の復活祭にスリランカ 
連続自爆テロ攻撃を実施した。また、国連制裁を何とか免 
れているベネズエラは、アプリを利用して空港税収入を 
ビットコインに交換していた。 

不正行為者等がサイバー圏を利用して続々と斬新な手段を生
み出していることで、これが国家・地域および国際的な安保を
脅かす要因となっている。実際、正当な技術者による技術の 
進歩速度よりもデジタル技術の違法使用のペースのほうが速い。 
これは、一般的にこうした技術者等にとって、国際安保はその
ビジネスモデルにおける優先事項ではないためである。 
不正行為者はその技術力を活用して非対称戦争を繰り広げ、 
従来型のセキュリティ対策を弱体化させる。この戦争の 
最前線で不正行為者等が世界的な通信と商取引における法の目 
をかいくぐって制裁を回避しているが、最も破壊的な 
要素の多くはインド太平洋地域が起点となっている。

 「暗号通貨」という言葉は 2008 年に 
投稿された論文の中で初めて登場した。
その論文の中で、著者であるサトシ・
ナカモト（「中本哲史」とも表記 
されるが、本名であるかどうかは不明） 
は、現在ビットコインに使用されている
アルゴリズムについて説明している。
これはデジタル通貨プログラムに関 
する計算機科学者の研究を予備的に 
集大成したものであった。同研究は 
インターネット黎明期から開始されて
おり、主に個人の自由を最大化し、 
ソブリン通貨の支配を含む政府役割 
の削減を求める自由意志論者等 
により推進された。 

過去 11 年にわたるビットコインの
高騰と下落を経て、新しい開発者や 

金融業者が他多くの暗号通貨を構築 
するようになった。今日、数千種類に
上る暗号通貨が存在している。 

暗号通貨での取引（トランザクシ 
ョン）が「ブロック」にグループ化 
され、このブロックが時系列でチェーン
として記録されるため、この技術は 
 「ブロックチェーン」と呼ばれる。 
一旦記録されると、ブロック内のデータ 
を変更することは非常に困難でコスト
がかかる。各取引はネットワーク全体
で永久に公開されるため「信頼性 
のある」データを確立する上で同技術
は有用である。ブロックチェーンネッ
トワークとその通貨は、ビットコイン
などの公開型と特定集団のみがアクセス
できる非公開型がある。各暗号通貨 

では「マイニング」と呼ばれる新規発行
コインの入手方法に関する規則が制定
されており、多くの場合、専用の 
コンピュータを使用する必要がある。
定期的に発行される新規コインを獲得 
するためにコンピュータで困難な数学の問題
を解決して競合する必要があるため、 
マイニングを行うにはデータを絶えず 
処理できる高い計算能力が必須となる。

暗号通貨でも暗号化が使用される。
これは、正しいパスコードを持つ者 
のみが情報と取引を解読できるようにする
技術である。この機能により、コイン
の偽造がさらに困難になり、ユーザー
の匿名性が高まる。つまり、コインの
入手・取引に実世界のアイデンティティ
は必要ない。  

暗号通貨の起源
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制裁違反者等は暗号通貨を使用して自身のオンラ
イン ID を難読化し、拡散金融や物流の糸を引く。 
こうした技術の適応方法が急速に進化していることで、
規制枠組やセキュリティ対策が遅れを取っている。
デジタルに精通した制裁違反者は法の抜け穴や抜け
道を利用することで、秘密裏に金融資産の移動や 
核拡散技術に関連する知的財産の窃盗を企み、 
他多くの違法行為を犯している。

ウェブサイト「coinmarketcap.com」によると、 
すべてのコインの時価総額は 2018 年に過去最高の 81 兆
8,100 億円相当（8,181 億米ドル）に達し、2019 年
も10 兆 3,000 億円相当（1,030 億米ドル）から 33 兆
8,000 億相当（3,380 億米ドル）の間で変動している。 
この総額を考えると、新生業界と言える暗号通貨 
により潜在的にもたらされる脅威の規模は計り 
知れない。

脅威主体の優位性
犯罪活動を組織化し、制裁回避のためにデジタルツール
を使用する犯罪者の典型的な例として北朝鮮が 
挙げられる。北朝鮮は違法な兵器拡散の取り組みへの 
資金提供、情報や技術的な知的財産の獲得、また敵
対する諸外国の事業や評判の損失を図るための
資金を生成するデジタル技術を開発した。この武器
には同政権に対する国連の制裁関連の監視を妨害 
する能力が含まれる。

ニューヨーク・タイムズ紙が報じたところでは、
大韓民国情報機関の院長の証言によると、父親の 
金正日（Kim Jong-il）の死後、2011年に権力継承 
した金正恩（Kim Jong-un）最高指導者は、「核兵器
やミサイル、並びにサイバー戦は朝鮮人民軍が容赦
なく攻撃を遂行する能力を保証する『万能の剣』 
である」と豪語している。朝鮮人民軍の脱北者が 

ある人物が取引を
要求する。

要求された取引はノードと呼
ばれるコンピュータで構成 

されるピアツーピア（P2P）
型のネットワークに 

ブロードキャストされる。

ノードの P2P ネットワーク 
により、既知のアルゴリズム
を使用して取引とユーザーの

ステータスが検証される。

従来型の金融取引 
規制された金融機関により、取引の完全性が保証される。
•	資金移動元の署名の検証
•	資金移動先の身元の検証

ブロックチェーン取引 
銀行ではなく、コンピュータネットワーク 
により取引/契約が処理され、それが公開元帳 
に記録される。

各ブロックは前のブロックに暗号でリンクされる 
 （これにより容易に改ざんを追跡できる）。 

新しいブロックが追加されると、それ以前の 
ブロックの変更が一層困難となる（これにより 

改ざんを防止できる）。

取引が完了する。

出典：ブロックギークス（Blockgeeks）、ルイザ・ダーキン（Luisa Durkin）/コンプライアンス ＆ キャパシティ・スキル・インターナショナル

検証済みの取引には、
暗号通貨、契約、 

記録などの情報が含 
まれる。

取引が検証 
されると、それが 
他の取引と連結 

され、元帳の新規 
データブロックが

作成される。

暗号通貨

別の商品 
 （コモディティ） 

と交換できないため、 
本源的価値はない。

物理的な形式はなく、
ネットワーク内 

でのみ存在する。

供給は中央銀行 
によって決定 

されるものではなく、 
ネットワークは完全
に分散されている。

暗号通貨取引
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ロイター通信に話したところでは、金最高指導者率
いるサイバー部隊は同政権の「秘密戦争」における
最強の武器と位置付けられており、所属隊員は 
北朝鮮では「精鋭（エリート）」と見なされる。

北朝鮮が後ろ盾を行う組織や国家の代理として 
活動する非国家主体が、暗号通貨やダークウェブ、
暗号化、高度なサイバー攻撃といった新たな匿名化
技術を活用する傾向はますます高まっている。国連
の専門家等の推定によると、北朝鮮は暗号通貨の 
ハッキングや窃盗だけでも571億円相当（5 億 7,100 
万米ドル）の利益を挙げており、サイバー関連の 
攻撃すべてによる収益は合計で 2,000 億円相当（20 億米
ドル）に達している。

仮想通貨取引所からの窃盗、不正資金の暗号通貨
への交換、自国が生成した世界的なウイルスにより
暗号化した被害者データと引き換えにビットコイン

を要求する「人質交換」、暗号通貨を使用した商品
の売買、他者のコンピュータのハッキングによる 
暗号通貨マイニング（採掘）、新たな暗号通貨の 
構築という手段を用いて、北朝鮮政権は暗号通貨を
兵器として利用してきた。

これまでに発生したサイバー攻撃の中で北朝鮮 
にとって最も利益が上がるものは、さまざまな暗号通貨
と国家の通貨を交換することを目的とした仮想通貨
取引所やオンライン企業のハッキングが挙げられる。 
顧客の取引において資金を保管する取引所としての
役割を果たすデジタルウォレット（電子ウォレット） 
を加害者は狙っている。こうしたウォレットには 
大量の顧客の資金が保管されているため、これは 
攻撃が成功すれば高い見返りが得られる標的となる。 
ウォレットを管理するパスワードを盗んで資金を 
再分配すれば、非常に高額な利益が得られる。

中朝国境を通り抜ける 
周遊バス。北朝鮮などの
制裁違反国は、暗号通貨
を使用してオンライン ID
を難読化し、拡散金融と
物流を支えている。
フランス通信（AGENCE FRANCE-

PRESSE）

北朝鮮の平壌に所在する科学技術複合施設 
 （Sci-Tech Complex）でコンピュータを
使用する北朝鮮人。同国政権はほとんどの
国民に外界から封鎖された国内イントラ
ネットの使用を強制する二層システム 
を採用している。金正恩最高指導者の 
サイバー部隊の精鋭と隊員には、 
アクセス制限が緩和されている。AP 通信社
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世界で報告されている仮想通貨取引所のハッキング 
事件の 75％ に北朝鮮が関与しており、2016 年末から
2018 年秋期にかけての被害総額は 882 億円（約8 億
8,200 万米ドル）に上る。さらに、仮想通貨取引サービス
を利用すれば、窃盗したコインを転送して現金化できる
だけでなく、ある暗号通貨から別の暗号通貨に切り替 
えれば、コインの所有権の追跡を簡単に難航させることが
可能となる。多くの仮想通貨取引所は一部の規制に従 
って顧客の身元を確認しているものの、規制をかいくぐ
って取引できる取引所も多く存在する。

現在では最も儲かる手段とは言えないかもしれないが、
新たな暗号通貨を構築するという方法は、数ある北朝鮮
の巧妙な技の中では最も興味深い開発と言えるかもし
れない。新しい暗号通貨はコインの一部を事前販売 
した上で構築されることが多い。これは購入者にある
種の利益を約束するもので、多くの場合は金銭的利益
がその根底にある。2018 年、北朝鮮は大型船の所有権
という資産をトークン化してそのプラットフォーム 
で販売できると不正に主張する新しい暗号通貨 
 「MarineChain」およびオンライン市場で他の暗号通貨
や法定通貨との取引として販売される暗号通貨の 2 種類
のコインを構築した。コインの出所の追跡を困難にす
るために、2つ目のコインの名称は何度も変更されている
 （Interstellar、Stellar、HOLD、HUZU など）。

経時的に収益生成目的のサイバー攻撃に移行 
している北朝鮮のハッカーは、暗号通貨などの最新 
の技術を採用し、新興技術により曝された規制基準 
の弱点を狙う。

中国の野望
中華人民共和国（中国）の企業と投資家は、サイバー
運用の世界で誰もが認めるリーダーである。有利な 
政府規制とシード投資をうまく利用し、暗号通貨を 
マイニングするための特殊コンピュータを生産した 
中国は、新たなサイバーコイン構築の世界を支配 

している。国連貿易開発会議のウェブサイトによると、 
暗号通貨マイニングの 50％ から 74％ が中国で実施 
されている。

一帯一路政策（OBOR）のインフラ投資計画により
執拗に世界市場への進出を推進する中国共産党政府 
が、同様に最も価値あるデジタル技術と産業の支配を
明らかに意図していることを考えると、サイバー圏に
生じる帰結にも不吉な影が漂う。暗号通貨マイニング
における貪欲な能力を中国が別の目的で利用すれば、
新たな民間通貨を構築できる。それにより、信頼でき
る中国の組織や同盟国のみがアクセスできる閉鎖金融
ネットワークの運用が可能となる。こうしたネットワ
ークには外部の監視の目が行き届かないため、米国制
裁や資産凍結など、米ドルに基づく通貨制度の影響を
受けないということになる。

2013 年後半、最も広く使用されている暗号通貨 
であるビットコインの売買取引における支配的な通貨
が米ドルから人民元に逆転したことは、サイバー取引
においても優位性を獲得することを望む中国の野望を
示す強力な証拠と言える。国際的な報道組織である 
クオーツ（QUARTZ）が 2017 年に伝えたところでは、 
ビットコインの価値の変動性にも関わらず、近年、 
ビットコインベースの取引では中国が最大 95％ を占 
めている。 

中国によるマイニングの勢いは減速して
いるようではあるが、これは単に新しいプラ
イベートコインに向かう動向が反映されてい
るだけかもしれない。たとえば中国の投資家
が Alibabaや WeChat などの自国のインターネ
ットプラットフォームや技術に優先して投資
したように、この変化は以前から中国に見ら
れるパターンに沿っている。

正当な参入者の利益
革新推進者等の予測に従えば、暗号通貨技術
の有益性には、当時旋風を巻き起こした 
インターネット到来と同等の歴史的影響があ
る。取引費用を大幅に削減し、事業拡張 
により新市場と利益基盤を確立しながら、取引 
をより迅速かつ確実に処理できるという 
信念の下、JP モルガン・チェース社、 
PRC 社、Facebook 社のような多様な企業 
が参入して独自の暗号通貨を構築している。
大手のヘッジファンド企業は株式・債券取引
を行うプラットフォームを構築している。 
その運用上の優位性が金融専門家の 
従来型証券取引所離れに繋がっている。業界最

最も広く使用されている暗号通貨であるビットコインの 
売買において、人民元は支配的な通貨となっている。

ビットコイン取引における米ドルと人民元の割合

米ドル 人民元

出典：アトラス（ATLAS）、ビットコイ二ティ（Bitcoinity）

暗号通貨マイニングにおける貪欲な能力を 
中国が別の目的で利用すれば、新たな 
民間通貨を構築できる。それにより、 
信頼できる中国の組織や同盟国のみが 
アクセスできる閉鎖金融ネットワークの 
運用が可能となる。

2012 年 2013 年 2015 年2014 年 2016 年

100％
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大手の IBM はブロックチェーンベースのツールを実装
して、輸送用コンテナから食品や消耗品に至るまで、
リアルタイムで商品サプライチェーンの洞察を提供し
ている。アルゼンチンなど、高インフレが 
蔓延している諸国の国民は、信頼性の低い国家通貨の
代わりに暗号通貨に頼っている。

こうした暗号通貨の発展は経済統制の中核である 
金融を革命的に変化させるという点で、インターネッ
トよりも大きな影響を与える可能性がある。2016 年 
に英国の主席科学顧問は、その報告書でブロックチェーン
を情報通信革命の頂点として位置付けている。この
いわゆる情報通信革命により、コストが根本的に削
減されただけでなく、協調型オンラインネットワー
クが「組織とガバナンスの階層制度」に取って代わ
った。2003 年に発行された「Technological Revolutions 
and Financial Capital: The Dynamics of Bubbles and Golden 
Ages（仮訳：技術革命と金融資本：バブルと黄金時代
のダイナミクス）」の中で、著者のカルロタ・ペレス 
 （Carlota Perez）学者は、この意味で情報通信分野で 
発生している第5次技術革命において、暗号通貨は 
最大の触媒となる可能性があると述べている（27 ページ
の表参照）。

国際的な脅威への対処 
暗号通貨の安全性または危険性の影響を理解するには、
これを今日の金融規制機関と監督プロトコルと比較す

る必要がある。従来型の貨幣は、国家金融機関が取引
を処理し、国の規制を遵守することで、金融制度の 
完全性、安定性、流動性が保証される世界で出現した
代物である。

暗号通貨/ブロックチェーンの枠組では、一元化さ
れた機関ではなく、コンピュータネットワークにより
取引が生成され処理される。ブロックチェーンと暗号
化技術ではユーザーの高度な匿名性が保証されること
から、ネットワーク規制が困難となる。ブロックチェ
ーンの複雑なコード配列に侵入して匿名化されていた
取引データを実データと結び付けることができるの
は、非常に篏入的なフォレンジック調査ツールのみで
ある。セキュリティリスクに対処するには、暗号通貨
の規制枠組においてこれまでとは異なる微妙なアプロ
ーチが必要となる。

暗号通貨の不正使用によるセキュリティ脅威は、 
国際安保に対する脅威と同等に扱い、サイバー脅威 
への国連の対応として包括的に対処することが最善策
である。産業の発展に伴い、制裁対象組織が国際規範
回避を企む戦略にはサイバー空間が不可欠となることは
明らかであったため、インターネットの黎明期から、 
一部の専門家はデジタル技術の兵器化に目を向けていた。
こうした洞察は国連の方針を導くのに役立つ。

世界 138 ヵ国で国家サイバー規制枠組が採用されて
いるが、多くの枠組ではサイバー圏の兵器化により 
発生する国際安保への影響が考慮されておらず、国内犯 

ビットコイン（左上）を含 
むさまざまな暗号通貨の為替
レートを示す韓国 ・ソウルの
電気掲示板の前を通り過ぎる
男性 。  ロイター
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個人、ブロックチェーンベンチャー、 
仮想通貨取引所： 

•	取引相手の身元、取引の性質、その資金源を 
理解する。

•	暗号通貨の取引や投機、クラウド設備など、 
サイバーセキュリティに関する専門 
ガイドラインに従う。

•	攻撃が発生した場合には、サイバーセキュリティ
共同体と情報を共有する。

国連制裁対象国の個人、企業、団体： 

•	禁輸対象の商品、部品、技術すべての取引を 
ブロックする。

•	金融口座とデジタルウォレットをブロックし、
必要に応じて、疑わしい取引明細にフラグを 
付ける。

サイバー取引と投機を安全に 
実施するための準備態勢の強化

罪防止に焦点を当てるだけに留まっている。過去 20 年
にわたり、デジタル技術により紛争が発生し、制裁対
象組織に利益がもたらされることを証明する報告と証
拠が挙げられてきたにも関わらず、国連安全保障理事
会によるサイバー脅威への対応には均一性と一貫性が
欠けている。

たとえば、デジタル技術によるマネーロンダリン
グ、テロ資金調達、核拡散の資金調達の防止を目的と
して、金融活動作業部会（FATF）は 40 件の勧告を 
改訂してはいるが、進行は漸進的である。通常兵器 
および扱いに注意を要する軍民両用（デュアルユース）
の製品と技術の輸出管理に関する初の世界的な 
多国間協定である 1996 年のワッセナー・アレンジメントで
規定されるように、特定のデジタル技術は普遍的に軍民
両用として分類されるべきである。

サイバー制裁の方向性については、一方向的 
ではあるが進捗がいくらか見られる。たとえば、 
米国は最近、北朝鮮のサイバー組織3社および 
イラン国籍の個人が所有していた暗号通貨アカウント
2 つを制裁対象とした。欧州連合はサイバー外交 
ツールキットなどのいくつかのガイダンスを発表 
している。しかし、こうした手順は必要とされる 
包括的なアプローチとは程遠い。北朝鮮はほとんど
知覚されずに、しかも安価に政府、企業、個人が 
所有するデータや金融資産に途方もない打撃を与 
えるサイバー襲撃を実行できる多様な能力を備 

2019 年の復活祭に発生 
したスリランカ連続爆破 
テロ事件の後、マッテゴダ 
で家宅捜査を実施する 
スリランカ兵士等。捜査
により、イスラム国が 
暗号通貨を使用して 
武器購入資金を調達し、
テロ攻撃を実施したことが
判明した。 ロイター



27IPD FORUMFORUM

説明
年

 （おおよそ）
新しい技術 ＆ 産

業
新しい 

インフラ
 「常識の 
原理」

第 1 次 産業革命 1770 年 機械化産業 運河、水力
工場生産、生産性、 

ローカルネットワーク

第 2 次 蒸気、鉄道 1830 年 蒸気機関、鉄機械
鉄道、電信、

港湾
集積の経済、 

部品規格化、都市化

第 3 次
鉄鋼、電気、

重工
1875 年 安価な鋼、重化学

電気ネットワ 
ーク、世界の 

海運業

規模の経済と垂直統合、
生産力としての科学、 

効率性

第 4 次
石油、自動車、

大量生産
1910 年

自動車、 
安価な石油、 

石油化学製品、
家電

道路網、世界的
な電力の普及

大量生産、水平統合 
による標準化製品、 

エネルギー集約、郊外化

第 5 次 情報通信 1970 年

安価なマイクロエ
レクトロニクス、
コンピュータ、携

帯電話

世界的な 
デジタル通信

情報集約、分散型 
ネットワーク、資本 

としての知識、特化の 
経済性、グローバリゼ 

ーション

5 つの技術革命

出典：カルロタ・ペレス著、Technological Revolutions and Financial Capital: The Dynamics of Bubbles and Golden Ages（2003年）

えており、攻撃的なデジタル戦争と情報戦争の手段
にさらに磨きをかけている。

国際的な観点から見ても、既存の国連制裁規定 
では、国際的なサイバーインフラの乱用は制裁措置の
対象とはならない。政府と業界指導者の受動的な姿勢に
より、収益、重要データ、運用能力の損失に繋がるサ

イバー攻撃のリスクが継続するだけでなく、制裁違反
を容赦することでコンプライアンス違反や評判の喪失
が発生する可能性がある。また、経済や国家安保に 
広範な影響を与え得る技術を規制する取り組みとイニシ
アチブに乗り遅れる恐れがある。

規制と新興技術
歴史的に、当局はソフト（実質的な）規制基準により、
豊かな報酬をもたらすデジタル技術の震撼的かつ革新的 
な可能性を活用する技術起業家を支援してきた。こうした
新技術により政治、社会、安保に有害な影響が及ぼされる
可能性が認識されてからは、欧州や米国の規制当局は 
足並みを揃えて国内外の基準に違反する技術企業に介入
し、懲戒を加えるようになった。しかし、既存の脅威 
のみに焦点を当てる規制アプローチでは、新たに浮上 
している脅威に十分に対処することはできない。

暗号通貨による脅威に加えて、データの商業化 
により世論操作の手段が生まれ、これがおそらくは選挙
といった本質的な民主的プロセスの破壊を招く恐れが
ある。現行の国際法や国内法は、こうした脅威に対抗
するには不十分である。国際安保と国家主権の未来
は、一部には、サイバー空間に関するベストプラクテ
ィスを確立して実施することにかかっている。o

アシュリー・テイラーは、コンプライアンス＆キャパシティ・スキル・インターナショナル 
 （Compliance and Capacity Skills International）の上級協力員。

2019 年 10 月、Facebook のデジタル通貨構築計画に関して米国
の議会聴聞会で証言する同社のマーク・ザッカーバーグ（Mark 
Zuckerberg）会長兼最高経営責任者（CEO） 。   ロイター
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ばれるようになった新型コロナウイルスに関する
中国の情報抑制を象徴する人物となったのであ
る。専門家等の主張によると、中国が医師や他の
市民の口封じを図ったことが、ウイルス感染拡大
および人的損失と経済コストの急増に繋がった可
能性がある。

2020 年 2 月中旬、中国中央政府の某上級顧問は
フィナンシャル・タイムズ紙に対して、「武漢市
政府が同疾患を過小評価したことは間違いない」
とし、「武漢市人民政府市長は専門家や医療専門家
の助言に耳を貸そうともしない。心配しているのは、
疾病予防の強化により地域経済と社会の安定性が
損なわれる可能性だけである」と語っている。 
また、「能力よりも従順性が重視される現在の 
政治環境では、どうしても地方当局が責任を取 
ることに臆病になる」とも付け加えている。

中国共産党（CCP）による政治体制が、危機時 
の健全な医療慣行実施の障害となっていると考 
える者も多い。2020 年 2 月、ワシントンに拠点を
置くシンクタンクの戦略国際問題研究所（CSIS）
で中国研究を担当するジュード・ブランシェット 
 （Jude Blanchette）アナリストはフィナンシャル・
タイムズに対して、「中国政府では誰が何を 
担当しようが、あらゆる階層の党幹部が否定的 
な情報を隠蔽し、反対意見を検閲するという自然

な傾向がある」とし、「しかも中国の習近平（Xi 
Jinping）政権下では、抑圧が風土病のようになっ
ている。これにより長期間の怠惰が発生し、 
ウイルスの蔓延に繋がった」と述べている。

武漢市の医師等が同紙などの新聞雑誌に漏 
らしたところでは、武漢当局は2020年1月下旬 
まで症例件数と死者数を過少報告しており、公衆
に対して「ヒト・ヒト感染」の可能性はないと繰
り返し訴えていた。しかし、武漢市の医師等 

道によると、李文亮 
 （Li Wenliang）医師 
の死去が発表された 
日の翌朝、2020 年 2 月 
7 日午前2時をわずかに 
過ぎた頃、中国のソー
シャルメディアサイト 
 「Weibo（微博）」 
にハッシュタグ 

 「#wewantfreedomofspeech#」が現れた。中華人
民共和国（中国）湖北省武漢市で眼科医を務め
ていた李医師は、2019 年 12 月下旬、当時はま 
だ謎に包まれていたコロナウイルス発生の深刻
性をオンラインチャットルームで他の医師等に
警告した最初の数人のうちの1人である。米公 
共ラジオ局（NPR）が報じたところでは、同
医師が情報を発信した数日後、同医師と他の医
師数人が中国公安機関に拘束され、「虚偽情報
の伝播者」として懲戒処分を受けることになっ
た。後に患者治療中にウイルスに感染した同医 
師は、ウイルス性肺炎により死去した。 
ニューヨーク・タイムズ紙が伝えたところでは、
同医師の死亡時から同日午前7時までの間に、 
ハッシュタグの閲覧回数は 200 万回を超え、 
投稿件数は 5,500 件に達している。投稿には 
李医師の意見を抑圧したことについて武漢市政府
に謝罪を求める内容も含まれていたが、その 
後間もなくして、中国政府の検閲により 
ハッシュタグと関連投稿などが削除された。

独立系の章立凡（Zhang Lifan）歴史学者は
ワシントン・ポスト紙に対して、「李医師は 
凡庸な人ではあったが象徴となった」とし、 
 「もしパンデミックが発生しておらず、自由に 
外出できる環境であれば、今頃デモが発生 

していたであろう。
当局は間違いなく 
懸念しているはずだ」
と述べている。

李医師は死後、後
に 2019 新型コロナウ
イルス急性呼吸器疾患
（COVID-19）と呼

報

2020 年 2 月 7 日に死去した 
武漢市の病院で、人工呼吸器 
マスクを着用して横たわる 
李文亮医師 。  ロイター

2020 年 2 月 7 日、李文亮医師が死去した中国中央部の湖北省武漢市
の病院前に花を捧げる市民 。  AFP/GETTY IMAGES

中国政府によるコロナウイルス 
情報の抑制により、世界 
で経済損失と人的損失が 

高まった可能性
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起点となった新型コロナウイルスの発生源を少 
なくとも公に特定することができず、最初の感染確認
と初期の拡大に関する重要な質問に応答することを
拒否している。中国共産党の継続的な透明性の欠如
は、ウイルスが中国科学院武漢ウイルス研究所から
偶発的または研究所における不十分な安全手順 
のせいで流出したという憶測を高めるばかりである。
同疑惑については米国の情報機関が調査中であるが、
ウォール・ストリート・ジャーナル紙によると、 
中国共産党はこれを繰り返し否定している。

2020 年 4 月 15 日、マイク・ポンペオ（Mike 
Pompeo）米国務長官はフォックス（Fox）ニュース
に対して、「同ウイルスが中国の武漢市で発生した
ことは分かっている」とし、ウイルスが自然界で 
発生したとの見解を示す一部の医療専門家が発生源
と考える野生動物市場を指しながら「中国科学院武漢
ウイルス研究所が生鮮市場（ウェットマーケット）
の所在地からほんの数マイルしか離れていないことも
分かっている。調査すべき事柄が多くある。中国政府

は情報を開示する必要がある」と主張している。 

跳ね上がる損失
2020 年 1 月中旬時点で、感染拡大を 

大幅に食い止めるには遅すぎた感 
がある。新型コロナウイルス感
染症流行により、すでに中国の製
造網とサプライチェーンに混
乱をきたし、世界中の航空会
社や観光業界から自動車・医
薬品・技術メーカーに至るま
で、業界全体にその波紋が及
んだ。
ブルームバーグニュースの 
報道によると、この頃までに

Tesla（テスラ）や Apple 
 （アップル）などの国際企業が中

国国内での事業運営を停止 
している。影響は中国国外にも 

及んでいる。たとえば、韓国の 
現代自動車（Hyundai Motor Company）

は、中国から輸入している部品の供給に問題が発
生したことで、自動車生産を停止した。

流行による経済的被害は中国だけでも 6 兆円相当 
 （600 億米ドル）を超える可能性があることから、中
国の国内総生産（GDP）が最大の打撃を受けるこ
とになると、2020 年 1 月末の時点で一部のアナリス
トは予測していた。中国社会科学院の張敏（Zhang 
Min）常勤教授は隔週刊誌「財経（Caijing）」の 
オンライン版に対して、「2020 年第1四半期の国内総
生産の成長率は約 5％ になる可能性がある。5％ を 
下回る可能性も否定できない」と語っている。同誌
は政府により厳格に管理されていない数少ない中国
報道機関の 1 つである。さらに少ない 4％ 未満となる 
恐れがあり、早急の回復が見込めないという見解 
を示す経済学者も存在していた。2019 年の中国の 
経済成長率は 6％ であった。これはデータの集計が
開始された 1992 年以来最低の伸び率である。

ウォール・ストリート・ジャーナル紙が 2020 年 2
月上旬に報じたところでは、新型コロナウイルスに
より中国のインフレが促進され、2020 年 1 月には 
消費者物価指数が 5.4％ 上昇して 8 年超ぶりの高水準と

によると、その数週間前から、中国当局はこの 
致命的なウイルスが実際にヒト・ヒト感染する可能性
があるという報告を受けていた。武漢市に所在する
武汉同济医院（Wuhan Tongji Hospital）の呼吸器専
門医である趙建平（Zhao Jianping）医師は、医療 
ウェブサイトのHuxijie（星吉星和）の取材を受けた
際に、2019 年 12 月 27 日の時点でコロナウイルス 
感染の疑いのある患者を診断したと述べている。

趙医師は、「この疾患がこれほど深刻であるとは 
予想していなかったが、我々はヒト・ヒト感染の 
可能性があることを確信していた」と話している。
ファイナンシャル・タイムズ紙が報じたところでは、
趙医師は状況を直ちに武漢疾病予防管理センターに
報告している。

李医師と趙医師の警告から1ヵ月以上を経た 2020
年 1 月 30 日になるまで、世界保健機関は感染拡大が 
 「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」に 
該当すると宣言しなかった。これは主に中国の 
透明性の欠如が原因である。専門家等の主張よると、
この遅延により、2019 年 12 月上旬に武漢市を起点
として広がったウイルスの感染拡大を抑制する資

源の準備と動員が大幅に妨げられたことで、感染が
68 ヵ所を超える国と地域に拡大し、2020 年 3 月 1 日
までに 8 万 8,365 人以上が犠牲となった。

世界保健機関が宣言を発令する数週間前の時点
で、感染症例数が指定閾値をすでに超過していたと
いうのが多くの専門家の見解である。デイリー・ 
メール紙によると、中国は情報を隠蔽しただけでな 
く、世界保健機関の決定に圧力をかけたのではない
かとの疑問も呈している。ウォール・ストリート・
ジャーナル紙が伝えたところでは、同機関の宣言
発令時点で、中国当局によると 9,500 人以上が発症
し、213 人が死亡している。

同宣言発令の1週間以上前に当たる 2020 年 1 月中旬、
外交問題評議会（CFR）で国際保健を担当する黄延中
 （Yanzhong Huang）上級研究員はデイリー・テレグ
ラフ紙に対して、「『国際的に懸念される公衆衛生上
の緊急事態』を宣言する基準がすでに満たされていた」
と話している。黄上級研究員は、「しかし、 
世界保健機関の決定すべてが生物学的世界の状況 
に基づいているとは限らない」と述べている。 

2020年4月中旬になっても、中国政府は武漢市が

李医師と趙医師の警告から 
1 ヵ月以上を経た 1 月 30 日
になるまで、世界保健機関 
は感染拡大が「国際的に
懸念される公衆衛生上の
緊急事態」に該当すると
宣言しなかった。これは
主に中国の透明性の欠如

が原因である。
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ミナード（Scott Minerd）グローバル最高投資責任
者が著述した研究ノートには、「たとえウイルスが 
パンデミックに発展しなくても、これが世界情勢に
影響を与えないと考えるのは合理的ではない。企業
の利益やフリー・キャッシュフロー（FCF）に 
与える影響は劇的なものとなる」と記されている。

株式市場の下落
感染症の拡大に伴い、主に健康危機への懸念から、
世界の株式市場と商品価格にも悪影響が発生し
た。BBC ニュースが伝えたところでは、中国の 
株式市場では、2020 年 2 月上旬の春節（旧正月） 
が終わった直後に上海総合株価指数が前日の終値 
よりも 8％急落した。間もなく他の市場にも同様 
の影響があると考えられる。香港、日本、韓国、 
台湾などの他のアジア主要市場にも悪影響が及んだ。
欧州市場も下落した。

当初は安定していた米国株式市場も、間もなくウ
イルスの渦に巻き込まれて市場調整が必要となるで

なった。中国の交通銀行の劉學智（Liu Xuezhi）経済
学者は同紙に対して、この現在のデータには流行の
真の経済的影響が反映されていない可能性があると
語っている。

有害な経済的影響が継続的に他諸国に波及したため、
アナリスト等はその被害予測を上方修正した。 
2020 年 2 月上旬時点で、一部のアナリストは世界的 
な損失が 30 兆円相当（3,000 億米ドル）から 40兆円相当
 （4,000 億米ドル）に上ると予測していた。中でも、 
ミズーリ州セントルイスに所在するセントルイス・ 
ワシントン大学オーリン・ビジネス・スクールのパノス
・コウベリス（Panos Kouvelis）博士は、ウイルス 
流行による「グローバルサプライチェーンへの余波が
収まるまで、16 ヵ月から2年間はサプライチェーンの
混乱が続く可能性がある」と述べている。

2020 年 2 月中旬までに、中国を起点として広がっ
た新型コロナウイルス感染症の流行により、世界で
1,300 人以上が死亡し、6 万人近くが感染した。2002
年から 2003 年にかけて流行した重症急性呼吸器症候
群（SARS）では世界で774人に上る死者が発生した
が、今回の新型ウイルスによる死者数はこれを大幅
に上回っている。ガーディアン（The Guardian）紙に
よると、重症急性呼吸器症候群が流行した当時の全
世界の国内総生産は約 3,500 兆円（約 35 兆米ドル） 
であったが、同症候群により世界経済にもたらされた
経済コストは3兆円相当（300 億米ドル）から 5 兆円相当
 （500 億米ドル）に上った。コウベリス博士の説明 
によると、新型コロナウイルスがグローバルサプラ
イチェーンに与える影響は、重症急性呼吸器症候群
の数倍に上る可能性がある。

US ニューズ ＆ ワールド・レポート誌が伝えたと
ころでは、2020 年 2 月中旬、グッゲンハイムインベ
ストメンツ（Guggenheim Investments）のスコット・

2020 年 2 月 26 日、韓国・ソウルの伝統的な市場での消毒作業を
避けるマスク姿の女性。2020 年 3 月 1 日現在、韓国では 3,700 件
を超える感染症例数と死者21人が確認されている。  ロイター

2020 年 2 月 24 日、新型コロナウイルス感染症の震源地となった
中国湖北省武漢市に所在する武漢赤十字病院の隔離病棟の横 
にある準備室で防護服を着用する医療従事者等 。 ロイター
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と述べている。
しかし、2020 年 3 月に入っても恐ろしい勢いで世

界中に拡大し、イタリア、スペイン、米国に中国よ
りも過酷な打撃を与えた新型コロナウイルスは、遂
には 179 ヵ所の国や地域に広がった。ダウ平均株価
は下落の記録を更新し、3 月 21 日には 2008 年金融危
機以来最大となる 10％ の下げ幅となり下落相場に向
かった。ウォール・ストリート・ジャーナルによる
と、ダウ平均株価は 3 月 23 日に年初より 42％ 低い年
初来安値をつけたが、ニューヨーク株式市場はそこ
から3日続伸して 21％ 上昇した。これは3日間の上昇
率としては 1931 年以来の大きさである。

3 月末までに、世界で 87 万人以上がウイルスに 
感染し、感染症により 4 万 3,000 人を超す死者が 
発生した。2020 年 3 月 31 日までの累計症例数は、 
米国が 18 万 9,000 件超、イタリアが 10 万 5,000 件超、
スペインが 10 万件超、中国が 8 万 2,000 件超とな
る。フランス、イタリア、スペイン、米国における
死者数も、当時中国が公表した同国の死者数を上回
っている。CNBC ニュースが報じたところでは、 
ダウ平均株価は 2020 年第1四半期を大幅安で終了した。 
下落率は 22％ 以上で、第1四半期の成績としては過
去最悪となる。S&P 500 も第1四半期としては 1938
年以来最悪を記録した。

新型コロナウイルス感染症例数と死者数は 2020
年 4 月まで上昇を続けた。パンデミックにより 
世界経済が不測に揺れ動いたため、米国と他の市場
における価格変動（ボラティリティ）も 4 月まで続
いた。CNBC ニュースが伝えたところでは、 
投資銀行業務に携わるゴールドマン・サックス 
 （Goldman Sachs）は 3 月末の時点で第 2 四半期に 
米国経済が前例のないほど衰退することを予測 
していたが、同社は同経済は史上最速の速度で 
回復すると述べている。

あろう。2020 年 2 月 27 日、ダウ平均株価の 1 日の 
下落率が過去最大を記録した。2020 年 2 月末時点
で、米国株では 2008 年金融危機（リーマン・ 
ショック）以来初めて 10％ 範囲の大幅下落が発生し、 
中国の経済低迷期間を 2020 年第1四半期と予測 
したアナリスト等はこれを第2四半期まで延長し始
めた。2020 年 2 月下旬、イェール大学で上級研究員
を務めるスティーブン・ローチ（Stephen Roach）
博士は CNBC で放送されている番組「スクワーク
ボックス（Squawk Box）」で、「現在のところ、
中国経済は横ばいである」とし、「これまでにな
い隔離措置と移動・旅行制限の影響により、現在、 
中国経済は実質的に停滞している」と説明している。

モーガン・スタンレーのアジア拠点の会長を
務めていた 2007 年から 2012 年に中国に在住して
いたローチ博士は、短期的な経済的影響がすでに
発生していることから、中国政府が継続的に新型
コロナウイルスの封じ込めに取り組むことを望む

2020年2月18日、中国安徽省亳州市にある複合住宅を消毒する 
労働者等 。 ロイター

2020 年 2 月 16 日、新型コロナウイルス感染症の流行により 
新学期の開始が遅れた中国湖南省邵陽市の中等教育機関の教室 
で授業を録音する教師 。 ロイター
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底なしの代償
この憂うべき経済指標や予測から、堅実な公衆
衛生政策と優良な統制の重要性だけでなく、 
政策と統制の失敗によりいかに巨大な人的損失
と経済コストが発生するかが窺い知れる。 

多くの専門家が主張するように、中国が 
国民や国際社会に正確な情報を適宜に包み隠 
さず開示していれば、こうした損失は軽減 
できたはずである。中国が迅速に対応していれば、
どれほどの命が救われか、また何十億、何兆 
にも上る資産や収益の損失を防ぐことができたか 
否かを正確に推し量ることはできない。専門家等
の見解によると、特に中国では、深刻な経済的 
・社会的影響がこれからも続くことになる。 
今後どれほどの損失がもたらされるかは、 
中国がこれから講じるウイルス拡大防止措置 
と経済低迷を抑制するための対策、および 
初動対応の失敗に対する責任を負うかどうかに
かかっているという点でアナリスト等の見解 
が一致している。

2020 年 2 月下旬、「隔離と移動・旅行制限の
時期尚早な緩和は、現在の感染症流行の実態よ
りもはるかに危険な再発に繋がる可能性がある」 
とCNBC ニュースに語ったローチ博士は、 

 「中国にはこれだけは絶対に回避してもらいたい。
現在も感染が明らかに拡大している世界諸国 
にとって、これは非常に重要となる」と述 
べている。

中国を含む諸国の政府は、感染流行の経済的影響 
を相殺するために刺激策を展開している。しかし、 
流行が激化した時点で感染を封じ込めるために 
実施するべきであった抜本的な対策ほどの効果を、
こうした措置によりもたらすことができる可能性は
低い。同博士は、「こうした措置は基本的に 
政策措置に反応しない」とし、「財政・金融政策に
より実現し得る結果は市場の安定化である。 
これは確かに重要ではあるが、最も重要なのは、中
国などの国々の経済が回復した後、その後の 
回復の勢いを支えることである。つまり、諸国 
はウイルス関連の影響における被害側面ではなく、
反対側に働きかけていることになる」と説明 
している。

奪われた命や自由を相殺する手段はない。実際の
悲劇は、中国にはこうした損失の規模を抑える機会
があったにも関わらず、同政府は中国国民の権利や
健康よりも中国共産党の指針を重視し、 
他の諸国をも危険に曝したことである。 

2020 年 2 月中旬、日本の公共放送を担う 
日本放送協会の外国語ニュースが掲載される「NHK
ワールド・オンライン」の記事に、国際部の篁慶一記者が
 「多くの人々は、当局が彼［李文亮医師］の警告に耳
を傾けていれば、ウイルスはこのように拡大してい
なかったと信じている」と記している。

李医師が死去した際、世界のオンラインで 
中国共産党に対する批判が爆発した。中国は 
李医師の家族に哀悼の意を表し、武漢市当局 
による感染の対応について調査を開始することで、
こうした批判を鎮圧しようとした。こうした行為が
中国の宣伝工作魂によって動機付けられたものだと
しても、国民の懸念に耳を傾けより高い 
透明性と統制改善を重視する方向に向かって小 
さな第一歩が踏み出されたようである。

米公共ラジオ局が報じたところでは、同医師 
はこの世を去る前、自身の擁護ではなく感染流行 
に関する重要な情報を開示することの重要性を 
強調していた。隔週刊誌「財経」のオンライン版の
取材に応じた李医師は、「健全な社会の意見は
1 種類であってはならない」と述べている。o

奪われた命や自由を相殺する手段
はない。実際の悲劇は、中国には
こうした損失の規模を抑える機会
があったにも関わらず、同政府は中
国国民の権利や健康よりも中国共
産党の指針を重視したことである。 

新型コロナウイルス感染症により主
要なインド太平洋の株式市場が下落
症例が確認された国における特定の証券取引所の 
2020 年 2 月 27 日までの累計株価データ
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長年にわたる中国との抗争で台湾リード 
ヴィンセント・W・F・チェン（VINCENT W.F. CHEN）中将 /台湾国家安全局（NSB）

対

中国
影響工作

湾に対する中華人民共和国 
 （中国）の影響工作を説明
し、それを地域的・世界的
な戦略的環境という状況に
含めて考察する記事の執筆
依頼をいただいた。これに
応じて、まず中国共産党 
 （CCP）の性質に関する台湾

側の見解を提供し、「逃亡犯条例」改正案が引き
金となって発生した香港の民主化運動に対する 
中国共産党の影響工作という観点から香港の現状に
関するいくつかの側面に言及する。さらに、全体
的な発展状況に対する台湾側の見方に焦点を当て
てみたい。中国の影響力に対抗してきた台湾側の
経験に基づいて言えば、その影響工作は差し迫っ
た脅威に進化している。台湾の根底にある最も強
力な信念は、この独特な台湾の地位が消滅しては
ならないということである。

自由民主主義、人権、市場経済、法治に基づ
く世界秩序を中国共産党が崩しつつあるこの時代
に、台湾はその世界秩序の前線に立ち、真っ只中
で中国の思惑と闘っている。台湾はロシアの影響
力に直面しているウクライナやバルト三国と同様
の状況にあると言えるが、意を決して台湾の現状
の崩壊を企む史上最も強力な政党国家である中国
に直面しているという点で台湾は特有である。 
この自由民主主義と全体主義的独裁政治の闘争の 
中核にある問題は、中国共産党のシャープパワー、 
認知戦、影響・洗脳工作である。

1912 年に臨時政府として成立して以来、特に
1949 年以降、台湾は民主的啓蒙の歴史を歩んで
きた。中国共産党による中国統制は 1979 年に鄧

小平（Deng Xiaoping）が提起した「4 つの基本原
則」に基づいており、習近平（Xi Jinping）中国
主席はこれにいくつかの近代技術を起用して、 
全体主義をさらに推進した。

現在の香港の状況は、政治的自由や市民的自由 
を損なうだけでなく、政党国家の包括的な権限 
で個々の人権を支配しようとする中国政府の願望
を顕著に表す事例である。

 「知識の兵器化」として定義される認知戦の観点
から見ると、中国と台湾の双方で標準中国語（マン
ダリン）が共通言語となっているため、台湾には 
独特の脆弱性が存在する。 

中央集権化された政策で自由裁量により際限
なく資源を利用できる中国政府は、中国語を話す
人々を容易に独占または圧倒し、潜在意識に働き
かけることで認知操作するという中国の目標を 
達成することができる。

習主席によるデジタルレーニン主義は世界に
拡大している。習主席は帝国時代の政府を真似て
中国を統治している。同主席の場合は、高度な 
監視技術でそれを強化したというだけの話である。
ノルウェーの社会学者かつ政治学者であるシュタ
イン・リンゲン（Stein Ringen）博士は、この組
み合わせを政党国家による「完璧な独裁」と表現
している。

習政権は現在、習主席への忠誠度を評価す
る定期的な試験を 8,000 万人の党員に課してい
る。2019 年 9 月以降、ジャーナリストがその職を 
維持するためには、赤を基調にデザインされた「学習
強国（学习强国/Study [Xi] Strong Country）」とい
う名称のスマートフォンアプリで学習して、試験に
合格する必要がある。2020 年に導入が完了すると

台
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考えられる中国の「社会信用システム」は、中国国民
全体に対するジョージ・オーウェル式の扱いを極める
ものである。

マルクス・レーニン主義の経済決定論の影響も受けて 
いる中国共産党には、世界の現代的生産手段を適切に 
活用して党の寿命を永続させるという意図がある。1980 年 

代に鄧小平が対外開放政策を推進して以来、中国共産党
は国家資本主義の一途を辿りながら、市場経済の規則を
無視して富を蓄積してきた。この方向性に沿って、 
習主席は一帯一路（OBOR）政策や「中国標準 2035 」 
戦略などの長期的戦略という策略を通じて一連の 
既成事実を作り上げることを狙ってきた。

習主席はまた、南シナ海に要塞を構築しようとし 
ているだけでなく、徐々に空中領域やサイバー領域、
また北極圏の占有を試み、中国が優先する技術規格を 
ほぼ強制的に国際社会に採用させようとしている。 
同主席の指導の下、中国は法治に基づく国際秩序を省み
ず、戦争回避を重視する西側諸国の政策を紛争解決手
段としてうまく利用する。

シンクタンクや社会組織への投資および孔子学院
などの機関による他諸国の権力者層への働きかけを
通じて、中国共産党は諸外国への影響力を拡大して
世界の親中世論を喚起している。同国が国際的な 
宣伝戦略を開始したのは 2009 年のことである。現在、
中国の国営放送局「中国中央電視台（CCTV）」
は 5 つの異なる言語で少なくとも 170 ヵ国で放映され
ている。一方、ファーウェイ（Huawei Technologies 
Co. Ltd.）社、ZTE（ZTE Corporation）社、中国経
済日報（CE）社、IEC 社、ハイビジョン（High  
Vision）社などの国営技術企業は、監視機器を 
アルゼンチン、ビルマ、カンボジア、モロッコ、 
フィリピン、南アフリカ、スリランカ、アラブ 
首長国連邦などに輸出しており、中でもファーウェイ

社は同社の公共安全プロジェクトにより 100ヵ国以上
の都市にそのソリューションを導入している。

中国共産党の宣伝攻勢はラテンアメリカ、東南アジア、
アフリカでより高い効果を発しており、少なくとも 
今のところは西側諸国における影響は比較的小さい。
米中貿易戦争時には、中国共産党はその中核的な優位性、
米国有権者の操作、中国の国家主義を手段として 
認知戦を開始している。2019 年 9 月の最も新しい 
宣伝工作のテレビ番組では、中国の戦略的忍耐と米国
の経済成長低迷が強調された。

中国共産党のインフラと認識向上活動においては、
国連も多角的な主要な足場の1つに含まれる。中国共産
党はその一帯一路政策目標を国連の持続可能な開発目
標に局部的に組み込み、内容を国連のウェブサイトで
公開している。国際電気通信連合（ITU）と国際民間
航空機関（ICAO）の代表としてそれぞれ再選された
趙厚麟（Houlin Zhao）事務総局長と柳芳（Fang Liu）
博士は両者共に中国籍である。2019 年、中国共産党は
ハイブリッド戦を通じて、自国民を国連食糧農業機関 
 （FAO）の事務局長の地位に据えることに成功した。 
某情報によると、中国は対抗馬の出馬を断念させるため
に、アフリカの某国が中国に負っていた数千万ドルの
借金を帳消しにした疑いがある。また、2019 年 6 月の
事務局長投票前、中国共産党はフランスの候補者の 
通信を妨害している。これにより、フランス政府は暗号
化システムを設置することになった。投票日当日も 
中国共産党は抜かりなく、親中の有権者に交通手段を
提供した。こうした過程を経て、中国人候補者が第 1 
回目で過半数を制した。

対香港活動
では今度は、香港で発生している抗議行動に対する
中国共産党の認知戦について考察してみよう。 
 「逃亡犯条例」改正案が発端となった香港の対中活動
は、全体的に地球規模の影響と台湾海峡両岸関係 
 （両岸関係）に関する含意を伴う勇壮な闘いである。
長期にわたり、中国共産党は全国人民代表大会（全
人代）の代表に抜擢する、また保護の下に報道機関
を占有するなどの手段を用いて香港事業界の大物に
全国的な名声を与える代償として、同党への政治的
支援を求めてきた。相手が要求を受け入れない場合
は、広告を取り消すだけでなく、暴力団絡みの暴力
という強行手段に訴える。

香港の報道・出版社の約 50％は中央政府駐香港連
絡弁公室により管理されている。この繋がりを利用し
て、中国共産党は両岸関係と米台関係を操作すること
で中国で「平和に向けた変革」が発生しないように、
香港の抗議運動発生の初期段階から外国の関与を指摘
していた。2019 年 9 月 27 日、デモ参加者等が習主席
の死を求める内容が書かれた大きな横断幕を掲げたこ
とは注目に値する。香港の抗議活動に関連する米国議
会の動きを中国共産党は国家安保上の脅威と見なして
いる。

2019 年から続いている香港民主化デモにより、中国
共産党の認知戦の弱点が露呈した。香港の抗議活動は
柔軟性が高く、強いて言えば流体のように滑脱である
ことから、中国側の一部の観測筋は、米軍が通信ブロ
ードバンドを用い裏で香港デモ参加者等を操っている

中国のジャーナリストがその職を維持するためには、政府が構築し
たアプリで習近平主席の思想を学習して、試験に合格する必要があ
る。同アプリにより、中国共産党員も監視・評価されている。 
ロイター
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のではないかという疑いを抱いていた。某情報による
と、香港デモは、金融、貿易、法務、報道、および 
イデオロギーの側面に打撃を与える不正規戦の様相を呈
している。2019 年 8 月、香港で発行されている中国語
新聞の東方日報などの親中報道機関は、香港に関して
中国共産党が流した情報と宣伝内容は両方共に単なる
おうむ返しでしかなかったことを認めている。 
中国共産党によるおうむ返しや中傷活動を見れば、 
この信憑性が高まる。

対台湾活動
中国共産党による台湾への影響工作に目を向けてみよ
う。いわゆる「失われた領土の再獲得」を果たさずし
て中国の回春は起こり得ないと習主席は明言してい
る。同主席は対岸を併合するという「台湾問題」 
を2049 年までに解決する目論見である。台湾に対する 
中国の影響工作は、中国共産党のデジタルレーニン主義
で欠くことのできない重要課題となっている。これは
同党のイデオロギーと国家安保という屁理屈により 
概念化することができる。2019 年 9 月に開催された中国 
共産党中央党校での演説で習主席が香港での闘争に関
する内容を取り上げたことで、中国共産党がデモ鎮圧
を優先していることが測り知れる。同主席は演説の中
で、党の存続が最重要事項であり、中核的な必須課題
であると述べている。この必須課題は中国共産党による
政党国家と世界諸国との間に存在する根本的な相違を
表すものである。

今日、2019 年 1 月に習主席が強調した中国人民解放軍 
 （PLA）による軍事的強制、対外的な台湾の隔離、 
浸透工作と（政治体制などの）転覆、中国共産党 
中央統一戦線工作部（中央統戦部）との連携、 
サイバー活動と偽情報の拡大という 5 項目に基づき、
中国共産党は台湾政策を実施している。こうした活動
はすべて、台湾の洗脳を実現することを目的とした中国の
宣伝工作の枠組に組み込まれている。2018 年、中国共産党
は比較的新しい国ぐるみの台湾排除活動を開始した。
これは、特に民間部門や非政府組織で台湾の主権を 
根こそぎ奪うことを目的とした「ネームフェア 
 （名號戰）」と呼ばれる作戦である。

軍事面では、2019 年に中国人民解放軍の台湾に対
する短期的威圧が目に見えて明らかとなった。 
聯合報系の中国海外新聞である世界日報が2019 年 2 月
に報じたところでは、2 人の中国人学者が2019 年 1 月
にカリフォルニアを訪れて元米国情報当局者と会談
し、2022 年までの習主席による強力な統一計画を伝 
えた。その内容によると、台湾に介入する米軍を抑圧
することを目的として、ロシア、イラン、北朝鮮と 
協力して中東と北東アジアの情勢を調整するというのが
同主席の意図である。中米貿易戦争が泥沼化していた
当時、この習主席の計画は根拠のないはったりと捉 
えられたが、2019 年が半ばに差し掛かる頃にはこれが
見せかけではなかったことが判明した。6 月 20 日に 
ロシアの Tu-95MS（ツポレフ）戦略爆撃機が初め 
て台湾本土を周回したのである。

2019 年 7 月 23 日には、中国人民解放軍空軍 
 （PLAAF）とロシアの航空機が共同で東シナ海で哨戒
活動を実施した。2019 年 10 月までに、北朝鮮は短距
離ミサイルと潜水艦発射弾道ミサイル（SLBM）実験

を11回にわたり実施している。そして、2019 年 9 月
にサウジアラビアの石油施設に対する攻撃が発生し
た後、イランが西インド洋で中国とロシアと共に合
同軍事演習を実施すると発表した。中国共産党の真
意は未だ不明であるが、一連の行動は一部習首相の
計画に沿っている。

長期的な威圧 
何十年にもわたり、中国共産党は中央統戦部との連携
および台湾への浸透工作を追求してきた。中国共産党
は台湾海峡を跨ぐ地方政府との完全な連絡網を構築し
ており、台湾の 24 社に及ぶ事業や報道機関、また 
半官的な代表者等が広範な繋がりを発展させている。
中には公式な使命を超えた活動に従事する者もいる。
少なくとも 22 の親中組織と親中政党が存在しており、 
その多くが組織犯罪に関係していることが確認されて
いる。これは、人脈を地元組織や中国本土で活動する
台湾の実業家、また台湾の報道機関に拡大するための
手段である。

一方、中国共産党のサイバー活動が台湾にとって
差し迫った脅威となっている。2010 年頃のことになる
が、中国サイバー軍が台湾の医療保険データをハッキ
ングし、台湾の人口構造に関する重要な人口統計情報
を獲得した。

2016 年から 2019 年7月にかけて、中国サイバー軍
は台湾の防衛、外交、対外事業、医療サービス、海上
機関、消防機関を標的として 2 万 1,000 件を超える攻
撃を仕掛けている。攻撃の多くは中継局を介して実施
された。2019 年 1 月から 7 月にかけて、世界で発生し
たハッキングのうち約 300 件が中国共産党指導の 
ハッカーによるものである。

年月をかけて台湾報道機関への影響力を培ってき
た中国共産党は、2015 年以来、台湾報道機関に圧力
をかけ、「両岸ジャーナリスト北京サミット（Cross-

2019 年 6 月、台北に所在する立法院の前で「台湾は香港を支援」、 
 「逃亡犯条例反対」と書かれたプラカードを掲げる香港の学生と台
湾の支持者等。「逃亡犯条例」改正案を発端として香港で発生した
反政府抗議活動は台湾にも波及した。AP 通信
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strait Media Summit）」への参加を半ば強制している。 
2019 年 5 月、台湾の読者や視聴者の認識を独占的 
に操作することを一部の目的として、同サミットは 80
社に上る共産主義新聞、テレビ局、ラジオ局、ニュー
スウェブサイト、出版社に台湾の報道機関の幹部を混
じえて開催された。

台湾の世論操作を企む中国の狙いはある程度成功
しているかもしれないが、台湾の主権や国家的同一 
性を損なうという点では失敗した。2019 年 5 月に台湾
の大陸委員会が発表した世論調査結果では、回答者の
86％ がいわゆる「一国二制度」に反対し、78.5％ が 
台湾当局による自由民主主義組織の正当性を支持してい
る。国立政治大学が発表した別の世論調査結果で

は、40.3％が現状維持と
独立を支持しているのに
対し、現状を維持して後
に統一するという案を支
持したのはわずか 3.7％
に留まっている。

中国共産党は 1990 年
代から台湾の選挙に干渉

してきた。1995 年から 96 年にかけて発生した第三次
台湾海峡危機は、初の総統民選を前に中国側が台湾有
権者への威圧を企んだことが発端となった。2008 年 
中華民国選挙では、中国サイバー軍が選挙活動を行
う主要政党の本部をハッキングしている。2018 年
と 2020 年の選挙妨害作戦として、中国共産党
は 2017 年後半、選挙の評価、親中党への資金提供、
中国本土における同系統の集団の支援を担う任務部隊
を複数部門の人員で構成した。この任務部隊はまた、
地元のトークショーホストやウェブサイト記事の 
執筆者にも賄賂を渡している。

2018 年、中国人民解放軍の戦略的支援部隊である
中国共産党の中央国家安全委員会（NSC）と呼ばれる
組織が設立された。同組織は中国共産党中央宣伝部、
サイバー戦部隊、国務院台湾事務弁公室（国台弁）、
中央統戦部と連携して、台湾世論を操作する認知戦を
実施する任務を負っている。中国政府はいわゆる 
 「セルフメディア（自媒体）」、つまり他諸国では 
ソーシャルメディアと呼ばれる媒体を開発した。 
YouTube でビデオメッセージを広め、膨大な量の 
インターネットポスターの掲載やボットの作成を行 
うことができるセルフメディアは大変なブームとなっている。
これはまた、中国独自の情報技術企業と協力して、 
所望の課題の特徴付けや操作の評価、戦略の変更を 
適宜行っている。さらに、台湾の親中報道機関やネット
有名人を利用して、Facebook、Twitter、Live などの
ソーシャルメディアで中国共産党メッセージを反響 

2019 年 11 月 17 日、再出馬を表明した台湾の蔡英文総統を応援する支持者等 。 AP 通信社

2019 年 11 月に台北で開
催された台北市米国商会
の年次総会で演説する台
湾の蔡英文総統 。  ロイター
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させている。中国共産党による対台湾認知戦の新型 
モデルまたは傾向と言えるこうした活動により、 
台湾側の対応がより困難となっている。

台湾国内における対中措置 
では、台湾の対中政策を見てみよう。2019 年3月、台湾
の蔡英文（Tsai Ing-wen）総統は台湾の運命を切り 
開くため、中国共産党が目指す「一国二制度」にさま
ざまな側面から対抗するためのガイダンスを提案して
いる。法的側面では、国家の情報活動における機密技
術情報の保護および法律違反に対する罰則を強化して
刑法の反逆罪の範囲と定義を拡大するなど、蔡政権は
両岸の相互作用を統制する 11 件の法律と約 134 件の
規制を包括的に見直し、必要な修正を加えて再定義し
ている。

国家および中国共産党による台湾選挙への浸透工作や
干渉に関して、台湾の国家安全局は情報機関を統合 
して、国内と中台間の闇金融取引を監視する任務部 
隊を結成した。地元の博打、兵器や麻薬の密輸、暴力
団絡みの暴力、特定の外国人訪問者の異常な活動など
が監視対象となる。台湾当局はまた、サイバーセキュ
リティ対策として、早期警告を実現するために国家安
全会議の幹部、国家通訊伝播委員会、国家安全局を 
統合し、検知中継体制を整えるために国防部、警察、
法務部調査局、海外の提携諸国と連携することで、 
鉄壁のトライアングル（台湾島が三角形であることに
基づく表現）を構築した。

情報対策として、現在、一部の新聞社にはデマを
排除する部門が設けられている。安保機構がこうした
情報を特定し、これが適切な当局に転送されて対処
される仕組みである。一般市民の意識向上を図るた
め、当局は民間部門と協力して、虚偽報道や偽情報に
関するインターネットメディアプログラムを紹介し
ている。 

同志による支援 
前述のように、台湾はさまざまな措置を講じている
が、まだやるべきことが多く残っている。台湾は志
を同じくする世界の友好国、特に米国の支援を高く
評価している。米国では 2018 年にアジア再保証推進
法、2019 年に台湾保証法案、そして 2020 年には台北
法案が可決されている。2019 年 7 月に米国国防総省が
初めて発表したインド太平洋戦略報告書では、台湾は
米国にとって極めて重要な提携国として位置付けられ
ている。米国と台湾が管理する世界的な訓練・協力枠
組は目覚ましい進歩を遂げており、最近では日本や 
スウェーデンなどの他国もこれに参加するようになっ
た。また、イスラム国対策として米国が主導する 
 「有志国連合」の会議にも台湾代表が参加している。 
 「ネームフェア」を立ち上げた中国政府を、米国政府は
国際社会を「1 つの中国」原則に強制的に引き入れるも
のとして非難している。

最近の台湾による M1A2 エイブラムス戦車
と F-16V 戦闘機の購入は、台湾国防に対する米国政府
の配慮を示すものであり、特にこの同国の姿勢を台湾
は高く評価している。

米国当局はまた、米国の 2018 年中間選挙に干渉す

るために諸国が使用した技術への対処に関する情報を
台湾と共有している。2019 年 10 月下旬、台湾は英国
の専門家を招聘し、偽情報に対する均衡のとれた英国
のアプローチを紹介するワークショップを開催した。

中国共産党のデジタルレーニン主義の脅威が高ま
っていること、また中国が台湾統一に向けてより早急
な対策を練っていることを考えると、将来的に台湾が
自力で生き残ることがますます困難になる。米国の 
支援という認知的視点から、偽情報に対抗するために、
台湾が志を同じくする諸国と共に、情報や関連する 
早期的な警告を共有できるサイバーセキュリティ地域間同
盟を構築することは良策と考えられる。

この同盟の目的は言論の自由を守り、インターネ
ット活動の規制を模索することにある。台湾は実質的
に継続的な戦闘地域であることから、インド太平洋戦
略の一環として、米国と台湾が偽情報対策に関する 
共同覚書を調印することも一案である。

中国共産党の活動と台湾の防衛経験は自由世界の

貴重な参考資料として役立つはずである。さらに、 
台湾は自国内で経験した知識に基づく相互運用性をさら 
に拡大することもできる。たとえば、その手段として
米国と台湾の二国間自由貿易協定、台湾の公共テレビ
と HBO 間の協力の強化、台湾人の CNN ヒーローズ 
への出演などが挙げられるが、これらはほんの 
数例に過ぎない。

2019 年 3 月、新時代における国家安保上の脅威に
対抗すること、および台湾における将来の世代のため
に選択肢を維持することを自身の義務として明言した
蔡総統は、両岸関係の平和的発展の鍵は中国の民主化
であると主張している。同発言は台湾の独自性が中国
民主化に向けた動機付けとなること、また台湾に対 
する中国共産党の影響工作に対抗するための重要な 
要素であることを示唆するものである。2019 年 12 月に
国防総省を去ったランドール・シュライバー（Randy  
Schriver）元国防次官補は、在任中、台湾がその独特
の地位を維持できるように米国が引き続き支援すると
明言した。これは台湾にとって心強い支えである。o

この同盟の目的は 
言論の自由を守り 
インターネット活動の規制を 
模索することにある。

ヴィンセント・W・F・チェン中将は台湾の国家安全局の事務局次長を務めている。本記
事は 2019 年 10 月 15 日にワシントン DC に所在するカーネギー国際平和基金で開催され
たジェームズタウン財団の第 9 回年次対中国国防安全会議（Annual China Defense and 

Security Conference）で同中尉が行ったプレゼンテーション「The Unique Status Shall Not 

Perish:CCP’s Influence Operations Against Taiwan（仮訳：滅びてはならない独特な国： 
中国共産党の台湾に対する影響工作）」から抜粋したもので、FORUM のフォーマットに合う
ように編集されている。

39IPD FORUMFORUM
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時間と資金を投資して 
 「自由で開かれたインド
太平洋」を推進する 
カナダ、フランス、英国

自由で開かれたインド太平洋地域」の概念
は世界的に支持を得ている。平和で安定し
繁栄する地域という概念を自国の戦略に揃

えるという考え方を支持する国がますます増えてい
る。カナダ、フランス、英国などの諸国との提携や
共同プログラムがインド太平洋地域で見られるよう
になった。これらはすべて地域の経済的・政治的繁
栄を確実に実現することを目的としている。2019
年 10 月、カナダ インド ビジネス協議会（CIBC）を
率いるカシ・ラオ（Kasi Rao）社長兼最高経営責任者
（CEO）はForbes.comに対して、 「初めて重心が大西
洋からインド太平洋に移ったという実感がある。そ
のため、これを何としてでもアジアで成功させなくて
はならない」と述べている。

しばらく前からその戦略的重要性により、同地域
に世界の注目が集まっている。米国国務省によると、

南シナ海だけを見ても、世界の海上貿易船の約 3 分の
1 が同海域を通過する。しかも、世界で最も利用が多
い港湾のうちの9港が同地域に所在している。2017 年
11 月に開催されたアジア太平洋経済協力（APEC）
CEO（最高責任者）首脳会議でドナルド・トランプ 
 （Donald Trump）米大統領は、「ここ数十年における
インド太平洋地域の歴史は、国民が自国の未来の主導
権を握れば成功できるという見本を示すものである」
とし、「同地域の諸国はどの国の衛星国ともならず、
それぞれが独自の光を放つ恒星として美しい星座を形
成している」と述べている。

多くの国が継続的にインド太平洋地域の情勢に注
意を向けるのも当然のことと言える。同地域およびそ
の持続的な平和と繁栄に対する取り組みへの熱意を示
すために、カナダ、フランス、英国がどのように時間
と資金を投資したかを大まかにお話ししたいと思う。

FORUM スタッフ

対外
関与

 「
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カナダ
経済的・政治的に成長を続けるインド太平洋地域は、
繁栄、開発、包摂、持続可能性、平和、安全に関する
カナダの地域戦略にとっては極めて重要な存在である。
2006 年以降、中国とインドに在外公館を 10 拠点 
に新設したカナダは、ASEAN（東南アジア諸国連合）
にも新しい資源を投入し、2013 年 3 月にはカナダで初
となるビルマ駐在大使を任命した。

カナダは 2025 年までに対外輸出を倍増する計画を
策定し、引き続きインド太平洋地域への注力を強化する
構えである。Forbes.com によると、2000 年時点では
カナダ貿易活動の約 76％ は米国相手の取引で、インド

太平洋地域を相手国とした取引は 10％に過ぎなかった
が、2018 年には米国相手の貿易の占める割合が 63％に減
少し、インド太平洋地域の割合が 17％に増加している。

カナダは「環太平洋パートナーシップに関する包括
的及び先進的な協定（CPTPP）」参加国である。 
同協定はカナダの他にインド太平洋で活動するオースト 
ラリア、ブルネイ、チリ、日本、マレーシア、メキシコ、
ニュージーランド、ペルー、シンガポール、ベトナム 
の他 10 ヵ国が参加する自由貿易協定である。参加
国 11 ヵ国すべてが発効すれば、合わせて 4 億 9,500 万人
の消費者による国内総生産合計が世界経済の 13.5％を
占めるほどの貿易圏が形成され、インド太平洋と 
ラテンアメリカの主要市場へのカナダの参入度が高まる。 

ASEAN との交流歴が最も長い提携国の 1 つである
カナダは、最近、注目に値する取り組みを開始して 
東南アジアへの関与を強化している。カナダは現在も
テロ対策と災害救援の主要提携国として活躍してい
る。2020 年にベトナムが ASEAN 議長国を務めること
になると、カナダは同国との二国間関係に強い関心を示
すようになった。ベトナムに向かうカナダ船舶の数が 
ますます増え、最近では、カナダ軍による軍事訓練への
ベトナム人民軍参加に関する正式な合意が締結された。

2019 年 5 月、ベトナム国防相のゴ・スアン・リック 
 （Ngo Xuan Lich）大将がカナダを訪問した。1973 年に
二国間関係が確立されて以来、ベトナム国防相が同国
を訪問したのはこれが初めてとなる。両国は国際連合
平和維持活動などの分野に関する人材育成と専門知識
の共有に関する協議に加えて、南シナ海と ASEAN を
含む共通の地域的・世界的関心事について議論しただ
けでなく、防衛関係の発展手段についても対話を進め
ている。オンライン雑誌、ザ・ディプロマットが報 
じたところでは、議題にはサイバーセキュリティ、 
災害救援、救助、並びに両国の沿岸警備隊間の 
法執行協定の拡大およびカナダ海軍艦艇のベトナム 
寄港や演習などの海上安保が含まれる。

北東アジアに位置する日本もカナダの関与の強化を
求めている。2019 年 4 月に行われたカナダのジャスティン
・トルドー（Justin Trudeau）首相との会談で、 
安倍晋三首相はとりわけカナダとのより緊密な防衛協力
を提案している。安倍首相は両国の軍事組織間の情報
交換と人的交流の拡大だけでなく、両国の強みと言え
る国際平和維持活動においてカナダと協力することを
望んでいる。

カナダ国際問題研究所（Canadian Institute of Global 
Affairs）のデイブ・ペリー（Dave Perry）防衛専門家は
カナダ放送協会に対して、「人権、民主主義の支持、
良好な経済的繋がりという観点から、両国には多くの
共通の価値体系がある」とし、「また、太平洋地域に
展開する米国海軍の取り組みにより、過去数十年に 
わたり同地域では自由な参入、自由貿易、運動の自由が
維持されてきたが、カナダもこうした価値を促進する
戦略的課題を掲げている。両国はこの戦略的課題につ
いても同じ側にいると考えられため、これにより両国
に利益がもたらされる」と述べている。 

カナダ政府は声明で、「カナダはアジア太平洋地域
全体の開かれた市場の発展、雇用の創出、事業の競争
力向上、成長を促進する貿易を確立できる漸進的なア

2019 年 10 月に「オペレーション・プロジェクション（Operation 
PROJECTION）」の一環として実施された海上自衛隊とカナダ海軍の日
加共同訓練（KAEDEX19-2）で、「ちょうかい」と「しまかぜ」 
護衛艦と共に航行するカナダ海軍の「オタワ（HMCS Ottawa） 。」カナダ軍
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プローチを取ることを誓約する。この目的のために、
カナダは労働者の権利、環境、性の平等といった問題
を貿易の議論の場で確実に協議して問題に対処できる
ような環境の構築に努めており、公共の利益のために
政府が統制を図ることができる政府の継続的な権利を
強化している」と発表している。

フランス
フランスはインド太平洋地域に重要な軍事拠点を有し
ており、4,100 人の兵士がインド洋地域に、2,900 人の
兵士が太平洋地域に常駐している。これらの部隊は主
に仏領の安全を確保し、排他的経済水域（EEZ）を 
監視する任務を担うだけでなく、人道支援・災害救援 
 （HADR）活動に参加し、人身売買対策にも取り組んで
いる。フロランス・パルリ（Florence Parly）フランス
共和国軍事大臣が著述した 2019 年報告書「France and 
Security in the Indo-Pacific（仮訳：インド太平洋地域
のフランスと安全保障）」の序文には、「インド洋と
太平洋の両地域に領土と国民を擁するフランスはイン
ド太平洋地域の国家でもあり、アフリカ沿岸からアメ
リカ大陸の海岸地帯に至るまでの地域で独特の位置付
けとなっている」と記されており、さらに「フランス 
は地域における主権と存在力を永続的に維持することで、 
自国領土の利益を擁護し、主にインド、オーストラリア、
米国、日本、マレーシア、シンガポール、ニュー 
ジーランド、インドネシア、ベトナムの提携国と共に 
地域の安定性に貢献している」と続けられている。   

人道支援・災害救援に関しては、フランスは陸軍、
海軍、空軍の資産を動員することで定期的に支援を提
供している。南太平洋においては、フランスは 3 ヵ国
間で締結している FRANZ 協定に基づきオーストラリ
アとニュージーランドと協力しながら、支援が必要な
諸国で災害救援活動を実施している。また、東南アジア 
における国民の保護と危機管理協力を調整するため
に、フランスの市民安保顧問機関がシンガポールに 
設置されている。 

世界第4位の経済大国であるフランスは、その 
核抑止力、衛星、戦闘機、潜水艦、艦船、戦車、 
他の戦闘車両の自律的設計や製造力に示されるように、
包括的で独立した軍事資源を誇る。

160 万人の仏国民が居住し、インド洋と南太平洋に
位置するいくつかの諸島に存在する領土と広大な排他

的経済水域を有するフランスには同地域に既得権があ
る。2019 年 6 月に第 18 回アジア安全保障会議（2019 年
シャングリラ会合）で講演したパルリ大臣は、「フラン
スが退去することはない。フランスは同地域に属してい
るためである」とし、「テロや組織犯罪、またはフラン
スの主権を蝕む企みなど、その脅威の種類に関わらず、
フランス軍はあらゆる脅威に対処できる準備態勢を整え
ている。脅威には単純なものもあれば、潜行性のものも
ある。いずれにしてもフランス軍は脅威と対決する。 
フランスは存在感を維持し、常駐軍と臨時部隊を編成 
することで自国の利益を確実に守る」と述べている。

フランスは同地域に軍事司令部5拠点と主権基地3拠点
を配備している。2018 年、フランス軍はインド洋で15 トン 
に及ぶ麻薬を押収した。パルリ大臣の言葉を借りれば、 
これは「同海域に存在するすべてのサメをフラフラにで 
きるほどの量」である。同大臣の発言によると、フランスは 
同地域における安保構造の構築を支援しており、 
すでに ASEAN との緊密な連携活動に乗り出している。

また、フランスの「自由で開かれたインド太平洋」
への取り組みについても言及した同大臣は、同海域の
海上交通路を世界諸国が自由に利用できる環境を構築
することが欧州の繁栄および世界に不可欠な貿易主要
水路の保全の鍵となると述べている。同大臣はアジア
安全保障会議の講演で、「これは原則の問題である。
野心のみに基づく行動を規則で制御できなくなった
ら、同地域の小国はどのように安全性を確保すればよ
いのか？国連の基本原理である主権平等とはどういう
意味なのか？」と問いかけ、「フランスは正面衝突は
避けるが独自の頑固な手段を用いて、しっかりとこの
問題に取り組んでいく。当国は南シナ海を年に 2 回以上
航行するつもりである。異議も出るであろうし、海上
で怪しげな動きに遭遇するかもしれない。しかし、 
フランスは恐ることなく、いかなる既成事実も受け入
れない。国際法で違法とされている行為を当国が容認
できるはずがない」と述べている。

英国
欧州連合（EU）離脱後、英国がどのようにインド太平 
洋地域に焦点を当て直すかは不明であるが、アナリス
ト等が予測するところでは、外交政策の再編が間もなく 
発生する。今のところ、英国はインド太平洋地域に 
最も近い安保同盟国であるオーストラリアと日本との

2019 年 8 月、4 ヵ国の軍隊により実施された合同訓練「ヒドラクラブ（Hydracrab）」演習中に集合写真を撮るオーストラリア、
カナダ、ニュージーランド、米国の遠征軍 。 ケルシー・L・アダムス（KELSEY L. ADAMS）二等兵曹/米国海軍
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強力な関係を維持しており、東南アジア諸国で存在感
を高めることに取り組んでいる。 

香港に拠点を置く英字新聞「アジア・タイムズ・
オンライン」によると、キングス・カレッジ・ロンド 
ンの東アジア安保専門家であるアレッシオ・パタラーノ
 （Alessio Patalano）博士が著述した 2019 年の報告 
書には、「国際的に主導的な役割を果たす英国の将来
的な姿勢の本質は、同国がアジア太平洋地域の複雑な
安保状況にどのように関与するかにより左右される 
可能性が高い」と記されており、さらに「国際情勢に
おいて同地域への興味が高まりつつあることから、 
英国は厳しい選択を迫られることになる。同地域 
における将来的な安保確立に積極的に関与するか、 
それとも単にその変遷の管理に貢献するかのいずれかを
選択しなければならない」と続けられている。  

英国政府はインド太平洋地域との今後の関係で 
積極的な役割を果たす構えであると表明している。2018
年 12 月に発表された英国国防省の報告書「Mobilising, 
Modernising and Transforming Defence（仮訳：防衛
の動員、近代化、変革）」には、「世界的な影響を与
える貿易網が発展し、地域の安保問題が深刻化してい
る太平洋地域は、英国にとってますます重要な存在と
なっている」と記されており、さらに「英国は二国間
関係および「ファイブ・アイズ（Five Eyes）」 
情報共有協定と5か国防衛取極（FPDA）締結国を通じて、
同地域における存在感を高める。我々は共に、諸国の
安全と繁栄を支える航行の自由を含め、島国の貿易国
として国際規則を擁護する」と続けられている。

2019 年初頭、当時英国の国防大臣を務めていた 
ギャヴィン・ウィリアムソン（Gavin Williamson）元国 

防相が英国の軍事資源を極力多く東南アジアに配備す
ると発言したことで、インド太平洋地域の同盟国に 
戦略的にも物理的にも近付きたいという英国の願望に 
注目が集まった。2019 年 1 月、ウィリアムソン元国防相
はサンデー・テレグラフ紙に対して、「これは国家と
して第二次世界大戦以来最大の局面である」とし、 
 「これは再び英国が真の世界大国となれる転機であ
る。英国軍はその一部として非常に重要な役割を果た
すことになるであろう」と語っている。

2018 年 6 月に開催された第 17 回アジア安全保障会
議の席で、英国は激しい紛争が発生している南シナ海
に軍艦を派遣し、アジア海域における「法治国家」 
との連帯感を示す構えであると発言した同元国防相は、
 「諸国は規則に従って行動する必要があること、 
そして従わなければそれなりの代償が生じることを 
明確化する必要がある」とし、「諸国は足並みを揃 
えなければならない。同地域の同盟国と連携すること
で、どれほど多くの事柄を遂行でき、より大きな効果
をもたらし、そしてより大きな改善が生まれるかを見
てみたい」と述べている。

英国はまた、2020 年に運用が開始されたら太平洋に 
空母を派遣すると誓約している。当時元駐米大使 
を務めていた英国のキム・ダロック（Kim Darroch）
元外交官はロイター通信に対して、「2020 年に 2 隻の
新型空母の運用が開始され、当国の防衛力が更新・
改善されれば、英国はこれらの空母を太平洋に派遣す
る」とし、「英国は航行の自由を確保し、世界諸国が
海路と航空路を自由に利用できる環境を維持するた
め、現在の米政権だけでなく、次の政権の行政目的に
沿って行動する」と話している。o

2014 年の多国間訓練「南十字星」実施中、ニューカレドニアのテレンバ要塞でフランス軍のドミニク・ウェシュラー 
 （Dominique Weschler）大佐（左）、ティエリー・パオルクイ（Thierry Paolucui）大佐、ジム・キィノス（Jim Xinos） 
中佐と対話するオーストラリア空軍のケン・クイン（Ken Quinn）司令官（中央右） 。 オーストラリア連邦国防省
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未来の 
資金提供のために

安心できる

ヌクアロファ（Nuku’alofa）港はトン
ガのトンガタプ島の主要港である。
アジア開発銀行広報
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リピンを拠点とする国際開発金融機 
関は、経済格差から災害の復興まで諸問
題に取り組むことで、何十年にもわたっ

てインド・太平洋地域における社会経済 
の発展の原動力となってきた。

アジア開発銀行（ADB）は 1966 年に設立され、 
本部はマニラにある。そのビジョンは、豊かでインクル
ーシブ、強靱で、持続可能なアジア太平洋地域を実現 
することでありその地域はトビリシ（Tbilisi）から 
タラワ（Tarawa）に至る。ADB は、その地域にわたる
途上国（ＤＭＣ）の貧困を根絶し、経済成長を促進す
るという目的を達成するための主要な手段として、 
ローン、助成金、株式投資、保証、技術支援、および
政策対話を組み合わせている。ADB は、地域の社会経済
開発での中心的役割を果たしており、その最大の加盟
国として、インド太平洋地域の政治的、社会的、経済
的変革における積極的な役割を今後も果たしている。 

2018 年、ADB は、開発途上加盟国に対する開発援
助として、2 兆円（2,000 億米ドル）超のソブリンの 
融資および、ならびに民間セクターへの投資を 
行った。その財源の大半は、インフラへの融資、政策
立案や良好なガバナンスの支援、社会経済開発の成果
の向上に充てられている。2018 年、ADB のセクター別
の主要なコミットメントは、エネルギー（24%）、 
運輸（23%）、天然資源と農村開発（11%）、 
公共セクター管理（11%）、都市と水（10%）などであった。 

ADB の支援は、株主、DMC、および地域で活動 
している他の開発パートナーとの緊密な協議に基づいて 
いる。米国は、日本とともに同行の創設メンバーの 
1 つであり、「対等な」筆頭株主である。ADB と米国の 
協力は、この銀行の加盟国が利用できる資源が着実な
成長するよう支援し、ひいては米国と域内各国との 
関係の強化に重要な役割を果たしている。 

所有権とガバナンス
ADB の加盟国は 68 ヵ国である。域内加盟国 49 ヵ国の
うち、44 ヵ国が DMC に分類されており、支援を受け
る資格がある。地域および非地域のメンバーによる
所有権は、購入した株式数に基づいている。筆頭株主
は、日本（15.6%）と米国（15.6％）であり、 
中華人民共和国（PRC）（6.4％）、インド（6.3％）、
オーストラリア（5.8％）と続く。

ADB のガバナンス構造は、世界銀行を含む他の多
国間開発銀行と同様に、総務会と常任理事会で構成さ
れている。総務会は、長期的戦略と全体的な制度ガバ
ナンスを担当する。財務省は、ADB の理事会における
米国の関与を主導し、ADB 駐在の米国大使がその代表
を務める。 

理事会は銀行の株主の権利を代表し、すべての 
戦略、政策、経済的支援を承認する。理事会は年間を 
通じて継続して開催され、12 名の議長で構成されており、 
それぞれ事務局長が率いている。議長のうち 9 人 
は国のグループを代表し、3 人は日本、米国、および
中国の単一の選挙区議長である。ADB の総裁は理事会
の議長であり、ADB の運営や、スタッフおよび経営陣
を指導する。ADB はこれまで、日本人が総裁を務めて
きている。2020 年 1 月 17 日、ADB の新総裁に浅川雅嗣
氏が就任した。 

管理と運営
運営面では、ADB は地域局と支援局から構成されてい
る。地域局は、ADB と借入者との間で支援を調整す
る。借入国にある ADB の現地事務所を監督し、政府、
民間セクター、および開発パートナーと緊密に協力し
て国別の支援ポートフォリオを計画し実施している。
地域局は、ADB の国別支援戦略や国別業務計画など
ADB の国別支援を設計して実施する。  

ADB の地域局は、2018 年に行われた新コミットメント
のシェアに応じて表にすると、以下の通りである： 
南アジア（32%）、東南アジア（29%）、中央・ 
西アジア（21%）、東アジア（14%）、太平洋（2%）。
地域局の大半は「現地」にあり、ADBの地域局スタ
ッフの 59％が DMC の常駐事務局に配属されている。
これにより ADB は国内のニーズに対応し、より広範
な ADB の戦略的優先課題に沿って援助を行うことが
できる。ADB の民間セクター事業局（Private Sector 
Operations Department）は、民間投資を促進する 
ノンソブリン取引に重点を置くことで地域チームを補完し
ている。

ADB の支援局は、ADB の内部事業（通信、法律相談、
内部評価など）を支援するだけでなく、気候変動 
やエネルギーなどのテーマ別またはセクター別の 
プロジェクトの設計や実施をも支援している。ADB の
非地域局には、経済調査・地域協力局（Economic 

アジア開発銀行は、インド太平洋地域における成長、
繁栄および持続可能性を促進する 
ポール・カリー/アジア開発銀行

フィ
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アジア開発銀行プロジェクト融資 （米ドルでの数値）
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Research and Regional Cooperation Department）、
持続的開発・気候変動局（Sustainable Development 
and Climate Change Department）、通信局、 
独立評価局などがある。 

ADB のすべての局や職員、コンサルタントは、 
組織全体で知識と専門知識を共有し ADB の指針となる 
戦略を効果的に実施するための「One ADB」アプローチ
を目指している。 

ストラテジー 2030 と ADB の優先分野
2018 年、ADB は同行の長期的指針（guiding framework）
となるストラテジー 2030 を発表した。ADB の公共・
民間セクター業務、助言サービスおよび、ナレッジ 
共有活動を指揮するため、ADB は 7 つの優先課題を 
示している。

ストラテジー 2030 の 7 つの優先課題は、以下の 
とおりである：今なお残る貧困への対処と不平等の 
削減。ジェンダーの平等の促進。気候変動への対応、
気候や災害に対する強靭性の構築。環境の持続可能性の
向上、より暮らしやすい都市づくり。農村開発と食料
安全保障の促進。ガバナンスと組織・制度面での能力
強化。地域協力や統合の推進。 

ストラテジー 2030 の優先分野は ADB の業務の
枠組みを提供するものであるが、国別プログラム
は、DMCのニーズ、資金・技術吸収能力、および
各 DMC の社会経済開発状況を踏まえて慎重に策定
されている。ADB は、譲許的貸付と市場ベースの 
貸付を組み合わせ、と技術援助を組み合わせ 
ることで建設的な政策対話と民間セクター開発のた
めの支援とともに国に適した資金援助を行うことが
できる。 

融資の方針とモダリティ
ADB の貸付条件は DMC によって異なる。3 段階の 
分類システムを用いて DMC が ADB の譲許的通常資本 
財源（OCR）から市場に近いレートで借入れできる 
のか、譲許的貸付条件で借入れできるのか、または 
アジア開発基金（ADF）から補助金を受けられるの 
かを判断する。貸付条件は、DMC の 1 人あたりの 
国民総所得、信用度、過剰債務のリスクに基づいてい
る。ADB の貸付業務は、管理費をカバーする収入を生 
み出し、同行の資本基盤を拡大し、技術援助や補助金 
の財源となる。加盟国は ADF の大半に資金提供を
し、4年サイクルで補助金枠を補充する。米国は、 
日本に次ぐ第 2 位の ADF の出資国である。 

インド太平洋における ADB
ADB はインド太平洋地域で最大の地域開発銀行であ 
り、年間 2 兆円（2,000 億米ドル）を超える融資や
補助金、その他のコミットメントの支援を行ってい
る。ADB はまた、域内において 50 年以上にわたって
開発援助を提供してきたという長い歴史があり、これ

により同地域全体の政府や民間セクターのステークホ 
ルダーと比類のない関係を築くことができた。しかし、
ADB が優れた開発銀行である理由は ADB の財務能 
力と緊密な関係だけではない。債務の持続可能性、 
環境・社会的セーフガード、調達、汚職防止、保全を
カバーする ADB の一連の政策が、この機関の基盤とな 
っている。これらの政策は、国際的なベストプラクティス
に沿ったものであり、質が高く持続可能な投資は 
最高水準である。

信頼される多国間開発パートナーとして、ADB はインド 
・太平洋地域で活動する政府、開発パートナーおよび二国間 
ドナーに対して招集機能を果たすことが多い。したがって、 
ADB での米国のリーダーシップは域内の援助プログラムと
投資を計画し実施する上で重要な要素となっている。 

戦略国際研究センター（Center for Strategic and 
International Studies）（CSIS））が最近発表した報
告書では、米国が域内での役割を確立していること
からADB は「米国の戦略的資産」であるとされてい
る。報告書は以下のように述べている。「2018 年の
時点で、米国は全出資で 2 兆 3,000 億円（230 億米ド
ル）を約定しており、さらに 1 億 9,000 万円（190 万米
ドル）が協調融資プロジェクトに約定されている。協
調融資プログラムは、インド、ベトナム、ネパールを
含む域内の数ヵ国に広がっている。米国はまた、イン
フラ整備のために民間セクターの協調融資を追求して
きたアフガニスタン・インフラ信託基金（Afghanistan 
Infrastructure Trust Fund）などのマルチドナー信託基
金にも投資している。」

ADB での米国の関与を主導しているのは財務省だ
が、同行は、国務省、米国国際開発庁（U.S. Agency 
for International Development）、米国 DFC、環境保
護庁、内務省など、米国の様々な省や機関とも定期
的に連携している。CSIS の報告書では、ADB と米
国貿易開発庁が協力して、インド・太平洋地域向け
の資金調達可能なプロジェクトを含むグローバル調
達イニシアティブを立ち上げたことが強調されてい
る。海外民間投資会社（Overseas Private Investment 
Corp.）は、ADB と協力して、インドにある銀行と
プライベート・エクイティ・ファンドとの共同融資
も行った。最終的に、ゼネラル・エレクトリック 
社やシティバンクなどの米国企業は、民間セクター
の資本と専門知識を提供する協調融資機関として、 
ADB と緊密に協力している。 

米国は ADB の最大株主の一国として ADB を支援し
てきたが、それと同時にADB の加盟国であることに 
より大きな利益を得ている。米国は金融資本と技術的
専門知識を提供しつつ、ADB は米国がインド・太平 
洋地域全体の持続可能な開発の取組みを支援し指導す
ることのできる、極めて可視化された多国間プラット
フォームを提供する。o

ポール・カリー氏は、アジア開発銀行の主任業務調整官です。
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フォーラム: 麻薬の密売を阻止するために、JIATF 
Westが、インド太平洋地域の同盟国とどのように協力
し合っているかについてお聞かせください。

ヘイズ 少将：インド太平洋地域は広大なので、私たちの
活動はすべていわば団体競技のようなものです。 
薬物や前駆体化学物質を取り締まり、同盟国や友好 
国への情報提供と共有を行い、また他の国々の能力向上
を支援するためにはお互いが協働することが不可欠 
です。たとえば、米国（またはその他の国）に来る 
薬物はそのほとんどが製造に化学物質を必要とします。
メタンフェタミン、フェンタニル、ヘロイン、コカイン、
マリファナなどをはじめとする懸念されるべき麻薬 
は多数あります。違法薬物を製造する場合、マリファナ
以外、たとえばヘロイン、メタンフェタミン、フェンタニ
ル、コカインなどは化学物質を必要とし、しかも膨大
な量が必要です。それらの化学物質の多くがどこで作
られると思いますか？インド太平洋地域では中国と 
インドです。これらの化学物質の大部分は合法的用途 
のために作られており、しばしば規制もされています。
医薬品、化粧品、塗料などに使用するという正当な 
目的のために作られているのです。つまり、私たちが
言いたいのはこれらの化学物質は「本来」合法的に作
られている、ということです。ほぼ毎日のように、メ

キシコやコロンビアなどの国々にフェンタニルまたは 
コカインのような麻薬製造に転用され得る大量の化学物質が、
太平洋を超えて流入してきます。コロンビアは世界に
出回るコカインの約半分を生産していて、メキシコは
アメリカに流入してくるヘロインとメタンフェタミン
のほとんどを作っています。そして、メキシコから 
米国に流入してくるフェンタニルの量はますます 
増加しています。これらの薬物はすべて、その製造 
に化学物質を必要とします。 

最初に述べたように、情報収集作業や麻薬の取り締
まりは、団体競技のようなものです。つまりインド 
太平洋地域の規模を考えると、そこに根付いている 
ネットワーク組織を理解し標的を正しく定めるためには、
大規模な調査と情報収集活動が必要でありそれは 1 
つの団体や国だけでは出来ません。私たちは米国政府内
の複数の情報収集機関と法執行機関の働きにも大いに
助けられていますが、それよりも
はるかに広い範囲において他国の
類似機関からのサポートにも頼 
っています。他国との取引では、
麻薬取締局（DEA）、国土安全保
障調査局、FBI などの国境を越 
えた犯罪組織や麻薬取引組織 
などを対象とした捜査当局を持つ

監視の徹底
捜査本部長インド太平洋地域との 
の連携による麻薬密売の阻止

2019 年 4 月、アメリカインド太平洋軍の反麻薬活動を指揮するべく、 
ロバート・ヘイズ（Robert Hayes)少将が、統合省庁任務部隊（JIATF）西部
の指揮官に就任した。ヘイズ氏は、米国沿岸警備隊の情報担当副指揮 
官としての以前の職務において、1,100 人以上の情報部員の活動を指揮 
した。ヘイズ氏は現在、情報部門での経験をもとに、インド太平洋の 
麻薬カルテルや多国籍犯罪組織を妨害しようとする取り組みを先導してい
る。2019 年 10 月、ヘイズ氏はフォーラムの取材に応じ、薬物撲滅の取り
組みにおける JIATF West のパートナーシップから危険度の高いオピオイド
フェンタニルがもたらした国際的な大混乱まで、あらゆるトピックにつ
いて語ってくれた。

FORUM スタッフ

JIATF WEST

2019 年 4 月の指揮官
交代式において、統合
省庁任務部隊西部の指
揮官に就任する 
ロバート・ヘイズ少将。
ライアン・グレイディ
（RYAN GRADY）二等兵曹/米海軍



法執行機関とも連携しています。インド太平洋地域の 
様々な大使館にはこういった機関の人員が常駐しており、
私たちは彼らの協力を得ています。場合によっては、 
その大使館にアナリストを派遣し、これら法執行機関の 
捜査官を直接支援することもあります。そうすることによ 
って彼らが私たちの分析力を活用することもできます。
彼らはホスト国と協働しながら調査を主導して目的を 
定め、その後機関間で協働しつつ捜査班が情報を収集し
て整理し、最終的には情報を押し戻しより徹底的な調査
または運用を実施できるようにしています。 

ほとんどの場合、化学物質の出荷に関する動きは迅 
速ではありません。たとえば化学物質を積んだコンテ 
ナ型の貨物船は、中国から南アメリカまたはメキシコ 
に到着するまでに数週間かかることもあるので、私たち
には情報を精査するために時間を使うことができます。
違法薬物の製造に使用される前駆体物質の東向きの流れ
に注目しつつ、また同時にこれらの前駆体で製造された
完成薬物の西向きの流れを監視することも出来るのです。
私たちだけでこれを行うことは出来ません。私たちに 

統合省庁任務部隊西部の総合海上技能トレーニングチームとの
演習において、薬物の実地試験技術を学ぶインドネシアの海上
警察職員員。  ライアン・グレイディ（RYAN GRADY）二等兵曹/米海軍
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逮捕は出来ませんし、人を直接的に調査することも 
出来ません。また、最終的な法執行活動も行いません。
しかし、私たちが行う情報収集と同盟間の連携力や協
働的なセキュリティによって、互いに協力して多国籍
犯罪グループに対抗することができるのです。

フォーラム: 前駆体化学物質は、違法的に使用される 
一方合法的な用途もあります。それが、あなたの仕事
を難しくしているのでしょうか？

ヘイズ少将：その通りです。これらの化学物質は正当
な目的にも使われるので、非常に難しいところです。
疑わしい貨物を特定するには正確な分析に努めるこ
と、また協力を得ることが必要です。化学者レベルの
知識までは必要ないとしても、違法薬物の製造に必要
な特定の化学物質に目が利くことは必要です。

疑わしい「パターン」を探すのです。ある場所に送
られる特定の化学物質においてどれくらいの量が上乗
せされているか、などです。あるいは、多国籍犯罪集
団の間のつながりを探すことも効果的です。私たちが

知る犯罪者は、国境を越えた犯罪世界でも悪者として
知られています。彼らのつながりを暴き、麻薬密輸人
を見つけ出すのです。

他の国と同様に、メキシコやコロンビアは医薬品 
や化粧品など多くの用途のための化学物質を多量に輸入
しています。疑わしい出荷を特定するために、犯罪人 
との協力関係で知られている特定の荷送人を探し出 
します。また、私たちが着目し、洗い出そうとして 
いるネットワークへの他のつながりも探し出し、その
ための調査やそれらを標的とするための活動も支援 
します。

フォーラム: あなたの仕事は、自由で開かれたインド太
平洋地域のためにどのように役立つと思いますか？ 

ヘイズ少将：自由で開かれたインド太平洋地域とは何
だと思いますか？すべての国の主権を尊重し、国際 
海域や空域での自由な移動を確約し、また国際法や 
規範の遵守、相対的な安定と繁栄を保証できるような 
環境です。その基本的な構成要素は統治であり、国家が 

フェンタニルの供給ルート
米国に流入してくるフェンタニルのほとんど
は中国のものだが、必ずしも直接的なルート
でやって来るとは限らない。

中国

中国から米国へ
米国人は、中国の違法な 
サプライヤーからダークウェブ
を介して純粋なフェンタニル
または前駆体物質を購入 
する。フェンタニルは少量
に分けて郵送される。

サンディエゴ経由
製品としてのフェンタニル
は主にサンディエゴ地域を
経由し南西部の国境を越え
て密輸され、米国市場に拡
散される。

中国からメキシコへ
フェンタニルまたは前駆体物質がメキシコへ輸送
され、麻薬組織のラボで最終製品になる。製品は
充填剤で大幅に希釈され、コカイン、ヘロイン、
またはメタンフェタミンとして市販されるか、 
あるいは錠剤に圧縮されオキシコドンとして市販さ
れる。純フェンタニルを違法薬物に混ぜ込む場合
もある。

出典：サンディエゴ・ユニオン・トリビューン
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2019 年 8 月、東太平
洋の国際海域で発見
されたコカインの 
梱包物を回収する米国
沿岸警備隊。
アメリカ麻薬取締局

海洋のボーダーを含む国境を監視・管理できることが
重要です。ほとんどの国は12海里までの領海と 200 海
里までの排他的経済水域を持ちます。それらを管理で
きるということは、監視によって自国や国境に侵入し
てくる悪意ある活動を検出できるということです。 
安全保障協力の面においては、違法薬物コントロール
のための戦略、司法制度、法執行能力、ボートや航空機
の発着設備といった面が不十分な国々に対して米国 
政府や議会と協力して資金を調達し、これらの分野に
おけるサポート活動を行っています。私たちは設備構築
の手助けをして使い方を訓練し、実際に演習も行い 
ます。この地域において良い統治が推進されれば、 
悪意ある集団にとっては不利益になり逆に法規制、 
透明性、良い統治のために働く善良な人たちには助 
けとなります。

また、自由で開かれた貿易についても同様です。 
ここ数十年の間に私たちが取り組んできたのは、資源の
適時供給に依存する世界経済です。その土台となるの
が、適時に供給される商品の安全性とセキュリティで
す。そのため、商品の迅速な出入りを可能にするフレ

ームワークだけでなく違法な商品や犯罪行為を発見す
るため、船舶や飛行機において人や貨物を選別する 
フレームワークも必要になります。私たちが推進しよう
としているのは、国境を越えた犯罪集団のつながりを
暴くためのデータ収集を行う能力であり、結果として
適切な機関に対処を委ねられるようになることです。 

フォーラム: 太平洋の離島についても支援が届くように
尽力されているのでしょうか？その重要性についても
教えてください。 

ヘイズ少将：離島の国々も私たちのパートナーであり、 
彼らとは歴史的なつながりがあります。これらの 
島のいくつかは米国の領土であり、またその他も私たちと
深い関係を持つ小国です。多くの場合、人々はアメリカ
という国が米国本土のみで構成されていると考えてい
ます。しかし、ハワイ州と同様にこれらの米国領は 
米国の一部です。さらに言うとこれらの離島は合流点
であることによって甚大な影響を受けている国々です。 
まず、多くが気候変動による影響を受けています。 

米国

メキシコ

カナダ

中国からカナダそして米国へ
中国から出荷されるフェンタニルは、 
米国に到着する前にカナダやトンガなどの
比較的疑惑の少ない国を経由するような
ルートで郵送されることもある。

米国からメキシコへ
米国の郵便システムの方が信頼性が高い
ため、一部のフェンタニルはメキシコか
ら米国内のメキシコ麻薬組織に宛てて郵送
される。その後、製品製造のために再び
メキシコに密輸され最終的に完成品と 
して米国に戻る。

FORUM イラスト
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また、ほとんどの国が多国籍犯罪
の危険に直面しています。 
さらには違法漁業が彼らの
GDP（国内総生産）に影響を 
与えています。彼らの経済は主
に観光や漁業に依存している 
ため違法漁業は深刻な影響を及ぼ
します。（ヘイズ少将は、ここ
でフィジーと他のいくつかの 

太平洋諸島が麻薬密売人のハブ地点になっていること
を指摘した最近のニュース記事を参照した。）これ
らの島は小国でありながら周辺海域は広くそのため監
視は非常に困難です。オセアニアの23 ヵ国の総人口は
約 1,000 万人でそのうちパプアニューギニアの人口が
約 700 万人です。他の 22 ヵ国は人口がそれぞれ数万人
であるため、通常は大規模な税関や警察組織強力な司
法制度などを持っていません。もちろん彼らは最善を尽

くしています。たとえば大規模な麻薬密輸組織につい
て言えば、一方にはシナロアのカルテルがあり他方に
は三合会がある。その両方に対抗する事など不可能で
す。つまり、私たちは彼らを支援することで共に行き
届いた統治、透明性、安定性を実現したいのです。

フォーラム: こういった努力によって太平洋諸島が違法
薬物に対抗する能力を高めることができますが、さら
により広い地域という視点ではどのように役立つでし
ょうか？

ヘイズ少将：これらの国々が連携して取り締まること
によって、違法行為がより難しくなると思います。 
基本的には近傍領域を一括で監視するプログラムを作る 
ことによって、それらの領域を一体化することができ
ます。それによって犯罪者の活動が困難になること、
それが地域での活動の目的です。これらの国々の中に

スリランカ海軍との演習
において、手錠を掛ける
技術のデモンストレーシ
ョンを行う統合省庁任務
部隊西部の総合海上技
能トレーニングチームの
講師。
AFP/GETTY IMAGES



53IPD FORUMFORUM

は、既に比較的能力が高い国もありますが、私たちは
すべての国の力をより高めて、違法行為が阻止できる
ようになる事を望んでいます。これはルールに基づく
秩序であり、これによって中国を含むすべての国が 
過去 20 年、30 年、あるいは 40 年にわたって恩恵を受け
ています。私たちは、これらの国々が良い統治を行い
不正な活動を排除する能力を持つことによって、GDP
を引き上げ生活水準を向上させる能力を維持することを
サポートしたいのです。それはきわめて基本的な主権の
一部なのです。これらの国のいくつかは支援を求めてお
り、私たちはそれに応えようとしています。そうすれば
自由で開かれたインド太平洋地域が実現でき、すべての
人に経済的な機会がもたらされるでしょう。

フォーラム: フェンタニル関連薬物の消費の増加と、 
過剰摂取による死亡は、昨今頻繁にトップニュースにな
っています。JIATF West の仕事にも影響が出てきてい
ますか？ 

ヘイズ少将：米国では年間約 7 万人が薬物の過剰摂取 
によって死亡しています。これは膨大な数です。私たち
はベトナム戦争全体で約 5 万 5 千人を失いましたが 
過量摂取により、年間 7 万人ものアメリカ人が亡くな 
っているのです。このすべてがフェンタニルによるもので
はありません。およそ半分はオピオイド（フェンタニルを
含む）によるものです。ここ数年の間にフェンタニルが 
依存薬物として使用される量はますます増えてきましたが、
それに加えて一部の犯罪グループは、他の薬物とフェンタニル
を組み合わせ独特の高揚感や刺激を持つ麻薬も製造して 
います。砂糖の小包ひとつに、約 100 回分の致死量が含 
まれ得るのです。フェンタニルはごく微量で効果があり、
また比較的安価に製造できます。つまり利益率は天文学的
に高くなります。コカインやヘロインに比べるとフェンタ
ニルは簡単に製造できます。コカインやヘロインは画像や
俯瞰図などを見ることで「ここにコカの葉が茂っている。
ここにはケシが生えている」と特定できてしまいます。
そして、その場所をターゲットにする事で根絶すること
が可能で供給ルートも押さえることができます。しかし
フェンタニルは純粋な化学物質です。米国で使用さ 
れている違法なフェンタニルの大半は中国で製造されて
いますが、最近では国境線を超えて流入されるメキシコ
産のものが次第に増えてきています。フェンタニルの 
製造方法やオープンネットやダークウェブでの販売方法、
そして暗号通貨を使った決済は私たち捜査班の追跡を 
困難にしています。そのため、私たちはネットワークを 
見張り悪人を特定し、またフェンタニルの生産に関連した
前駆体物質の物流を特定し、それがマネーロンダリング
やその他の活動にどのように結びついているかを洗い出
す方向に多くの力を注いでいます。つまり、よりネット
ワークに重点をおいたアプローチを行っています。

フォーラム: JIATF West の任務について、他にも知っ
てほしいことはありますか?

ヘイズ少将：私たちは、他の多くの機関や国と協力 
して自国と他の同盟国の国民を守っています。それ
は簡単なことではありません。犯罪ネットワークを

破壊したり国の能力向上を支援したりするためには
根気が必要であり、私たちのこういった努力の結果
がはっきり表れるまでには何年もかかるでしょう。
これは崇高な使命です。失望することもあります
が、私たちは粘り強く努力を続けています。犯罪ネ
ットワークは適応性が高くまた多くのリソースを持
っています。犯罪に対抗するためのこういった努力
は数十年から数世紀にも亘ってずっと続いてきまし
た。麻薬が出現しては追跡し、さらに人々がまた他の
薬を見つける、といったことの繰り返しです。現在、
化学物質のみで製造できる薬物により関心が集まっ
ていることは懸念すべき事態です。マリファナなら
どこで栽培されているかを突き止めることが出来ま
す。オピオイドとヘロインの原料であるケシも栽培場
所は特定できます。コカインやコカの葉についても同
じです。しかし、それが単なる化学物質の場合は本
当に困難なのです。犯罪者が化学物質にアクセスで
き、あとは倉庫さえあれば合成薬を製造できます。
その追跡は非常に難しいのです。これらの犯罪グルー
プの一部は本当に狡猾でその工夫や創造性、リソース
には舌を巻きます。彼らは監視の目をくぐるために
半潜水艦からより高度な技術まであらゆるものを使
用しています。手強い相手なのです。しかし、それで
もこのタスクフォースのすべてのメンバー（メンバー
には民間人、現役の軍隊と予備軍、請負業者、情報
機関、捜査機関の人材が混在している）は自分たち
が国を守っているのだと強く信じています。私たち
は自分の国や同盟国に仕えること、そして守れ 
ることを光栄に思っています。その信念のもとに行
う任務は私たちの行動に意味と目的を与えてくれて
います。任務を行い、また多くの人の家族や友人が薬物
依存や薬物の過剰摂取の影響を受けていることを知る
事は得難い経験です。それを知ることでより任務へ
の意欲が増すのです。また、パートナーである同盟国
との絆もより深くなると思います。 o

ほとんどの人にとって致死量となる 2 ミリグラムのフェンタニルを
示す。アメリカ麻薬取締局
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開かれた
物流 
レーン
米国とパートナー国との間 
で締結された物品役務相互提供協
定がミッションを合理化させる

フィリップ・J.・ヴァレンティ （PHILIP J. VALENTI）

焼 
け焦げたパートナー国の海軍艦艇の
廃船が、米国から太平洋を越えて 
自国の港に曳航されている。米国海軍
は、相手国の海軍艦艇で海上補給を
行い、燃料、弾薬、予備部品、食糧

を補給する。米国空軍 KC-10 は、3 機の同盟国の航空
機に 30,000 フィートの燃料を補給する。パートナー国 
は大地震に見舞われ甚大な被害と破壊を受けると、 
災害救援物資や軍隊輸送のために米国軍の航空機を 
 「雇う」ことで自国の空軍を増強する。米国海軍は、海上
で行方不明になったパートナー国の航空機とパイロット
を捜索するため海上で捜索と復興作業を行う。米国はそ
の国で他国パートナーと共に活動し、両国はレンタカ

ー要件を組み合わせて大量注文割引を得て、双方の 
価格が釣り上がらないようレンタカー市場での競合を
回避する。 

このような多様で一見無関係である状況に共通する
ものは何であろうか。これらはすべて、物品や役務を
交換したパートナー国と米国間の物品役務相互提供協定
（ACSA）によって可能となった。 

ACSA は、米国国防総省とパートナー国の国防省 
との間の二国間協定である。ACSA は、米国が協定を
結んでいる諸国と相互の後方支援を行うのに必要な 
法的権限を米国軍に与えている。米国は 2019 年 1 月まで
に、国連をはじめインド太平洋地域の 16 の国や機関を
含む 119 の国や組織からなる ACSA を設立した。
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ACSA がなければ、米国軍はパートナー国の軍事組織 
や政府からロジスティック・サポート・サプライ・ 
アンド・サービス（LSSS）を調達する手段が限ら 
れてしまう。一般的には、米国軍が海外のパートナー
国に対して LSSS を提供できるのは、危機対応計画より
も意図的な行動計画に似た詳細なプロセスに従った対
外有償軍事援助（FMS）プログラムを通じてのみであ
る。FMS プロセスは複雑かつ綿密であるが、時が経つ
につれ、緊急のニーズに対応する柔軟性に欠けること
がわかった。FMS は船舶、固定翼機および回転翼 

機、精密誘導兵器、小銃、魚雷および大砲などの主要
な防衛物品及び防衛役務（MDSA）を提供することが
できる。そして、重要なことにFMS は一方向的であ
る。米国は FMS を通じて同盟国に LSSS を提供するこ
とはできるが、このプログラムで同盟国から LSSS を得
ることはできない。

緊急の要件に相互に対応するために必要な柔軟性 
を確保したいという要望により、1970 年代に北大西 
洋条約機構（NATO）相互支援法が成立し、最終的 
に現在の ACSA プログラムに発展した。FMS とは異 
なり、ACSA の取引は MDSA の交換を禁止し、許可 
された品目や役務は小さな領域に限定される。ただし、
ACSA はその売買の制限を考慮しても、米国軍が 
パートナー国軍に売却したり調達したりできる品目 
や役務を幅広く提供している。このリストには食料、
水、衣類、宿泊費などの一般的な品目が含まれてい
る。空輸機、鉱油、石油、潤滑油、セキュア通信サー
ビスおよび非セキュア通信サービス、医療サービス、
弾薬を含む輸送が認められている。また、基地軍事作 
戦支援、保管サービスや施設の使用、研修、スペアパーツ
やコンポーネントの修理とメンテナンス業務、較正業務、
港湾業務も含まれている。何よりもこれらのタイプ
の LSSS の交換は、相互に行うことが可能である。

世界中どこででも物品やサービスが交換可能なこと
に加えて、ACSA プログラムには米国およびパートナ
ー国軍にとって好ましい後方支援の手段となる極めて
魅力的な特徴がいくつかある。その利点とは以下の通
りである。

•	ほとんどすべての ACSA の取引は、相互に合意し
た ACSA フォーム1ページを使って行うことがで
き、このフォームは単純でわかりやすいものとな
っている。フォームは発注文書と受領文書の両方
として機能し請求書としても機能する。これにより
60 日以内の支払いが供給側からあることを受給 
側に通知する。ACSA の注文により、受給側は、 
供給側からの請求書が提示されてから最大で 60 日物
品とサービスに対する支払いを遅延させることが
可能であり、ACSA は無利子のクレジットカードの
ような機能も果たす。ただし、借り手が全額では
なく最低額を支払うことの可能なクレジットカー
ドとは異なり、ACSA は期日までに全額を支払う 
必要がある。

•	現金取引を必要とするほとんどの購買契約とは異
なり、ACSA では供給側が次の 3 つの方法のいずれ
かを使用して返済を選択可能となっている。 

∎ 通貨による返済:現金通貨、小切手、 
電信送金、または電子振替決済
∎ 現物による交換（交換取引ともいう）： 
受給側は、供給側から受けた LSSS を、受領した
LSSS と実質的に同じ性質の物に置き換える。
たとえば、米国が 100 ガロンのディーゼ 

2019 年 3 月、東シナ海で行われた米沿岸警備隊の能力強化
訓練で、李清好艦（Lee Cheong）に乗り込み、韓国沿岸警
備隊の隊員たちに手を振る米国沿岸警備隊の隊員。  
マシュー・マサシ（MATTHEW MASASCHI）一等兵曹/米国沿岸警備隊
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ル燃料をパートナーに供給した場合、パート
ナーは米国に対して 100 ガロンのディーゼル
燃料を所定の日付までに返済する。
∎ 等価交換:受給側は、供給側から受けた LSSS を 
等しい値段の LSSS に置き換える。上記の例を 
続けると、米国は 50,000 円（500 米ドル）相当 
のディーゼル燃料 100 ガロンをパートナーに供給し、
パートナーは米国に 50,000円（500 米ドル） 
相当の食品をもってその取引を返済する。 

•	米国とそのパートナーは、自国の軍隊が支払うの
と同じ価格を上乗せや追加料金なしで互いに請求
することに同意している。実際には、燃料 1 ガロン
に対する米国の定価が 300 円（3 米ドル）である 
場合、米国はパートナーに 300 円（3 米ドル）しか
請求できないことになる。このような概念では、
供給側は ACSA 取引で利益を得たり損失を受けたり
することなく、取引の収益が中立になる。

•	 ACSA により、パートナー国が米国軍から空輸、海上
輸送、空中給油、海上補給を購入できることからパー
トナー国の軍隊の戦力増強に役立つ。ここでいう 
フォース・マルチプライヤー（force multiplier）とは、 
軍事力が保有していない能力を得たり、保有している 
能力を拡大してもそれに見合った人員、装備、インフラ 
への投資を行わないものと定義される。具体的には、
小規模のパートナー国は、ACSA を用いてその空輸能
力や他の能力を米国から調達することができるため、
空輸可能な航空機を購入する必要はない。 

•	ACSA の最後の利点は、契約の有効期間が無期限 
であること、つまりは有効期限がないにもかかわ
らずどちらの当事者も 6 ヵ月前に書面で通知するこ 
とによって契約を解除することができる。この解除権
はいずれかの当事者が契約に不満を持った場合、
その当事者が自由に解除できることを意味する。
なお、米国が ACSA を締結している約 115 の国 
や機関のうち現時点で解除したところはない。

米国と ACSA を締結することをためらう国もあるが、
そのような国は契約がこのようなものでないと 
思い込んでいるためである。簡単に言えば ACSA は 
9 ページにわたる法的拘束力のある国際協定であり、
米国とパートナー国の軍隊がどのような状況下と制限下
で相互の後方支援を提供できるかを定めるものである。 
一部の印象とは対照的に、ACSA は相互防衛条約や 
地位協定あるいは訪問協定ではない。米国の戦争や作戦
または訓練にパートナー国を拘束したり、関与させた
りすることはない。ACSA はパートナー国に米国軍や
艦船、航空機を駐留させることを認めておらず、また
パートナー国の陸国境や領海への侵入権も認めていな
い。ACSA は、調達契約と同様に物流支援を提供する
契約上の義務を負うものではないが、パートナーは 
 「国の法律、規制、政策」に沿った支援要請を満たすた
めに「あらゆる努力を払う」ことに同意する。

米国と ACSA を締結するプロセスは簡単だが、 
完了するまでに通常 12 ヵ月から 18 ヵ月かかる。締結に 
は、米国議会、米国国防総省、米国統合参謀本部、 

2019 年 9 月、パプアニューギニアのラエで、パシフィック・エンジェル 
 （Pacific Angel）の歯科医であり、オーストラリア空軍のアリステア・ 
スーン（Alistair Soon）航空隊長（中央）と、パプアニューギニア国防軍の
バシティ・ケップ（Vasiti Kep）大尉（右）とが治療について話し合う。 
ジェリン・クインタニラ（JERILYN QUINTANILLA）技能軍曹/米国空軍 

ブルネイ国軍 Pg Azmali bin Pg Haji Mohd Salleh 大佐 
 （右）と米国海兵隊ボイド・ミラー（Boyd Miller）大佐
は、2019 年 10 月にブルネイ国際空港で、両軍間の 
物品役務相互提供協定により円滑に行われた最初の 
弾薬販売を認めた。カミロ・パロディ軍曹/アメリカ太平洋海兵隊
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アメリカインド太平洋軍（USINDOPACOM）が関与
している。すべての米国の省庁間の承認を得た後の
最初のステップは、米国大使館がそれぞれの外務省
に協定草案を提示することである。特定国の防衛省
や外務省が合意案を検討する十分な時間を確保した
う上で、USINDOPACOM はパートナー国に代表を
派遣し詳細な説明や ACSA に関する質問に回答した
り、ACSA 交渉を行ったりする。米国はパートナー 
の要請に対応するためにあらゆる合理的な努力を払
っているが、言語に実質的な変更を加えると、提案
された ACSA の合意が遅れたり承認されない可能性
があるため、提案された本文の言語にできる限り近
づくことを各国に奨励している。ただし、パートナ
ーには次の項目を決定する単独権限が与えられている。
その項目とは、ACSA 取引から除外したい物流支援、 
補給品、サービス。政府内においてを実施協定 
(Implementing Arrangements) を締結する権限を持つ
者（実施協定とは空中給油や大量燃料販売など、 
特定の状況で使用するために ACSA 条項をさらに拡大
する協定）。希望する ACSA の発効方法（法的拘束
力を持つようになる）。当事者間で文書の合意が 
成立し文書の言語を承認する必要のある米国の国務省 
と国防総省でその文書が調整された後、両当事者は

署名者、署名場所と時期、および広報の対象範囲を
特定する。

ACSA を締結する利点は、以下に要約するとおり
明確かつ重要なものである。

•	いずれの当事者も支援要求を拒否 
できる。

•	支払方法が柔軟である。 
•	必要なのは注文書式の 1 ページのみで

あり、注文が容易である。
•	請求書を受領してから 60 日後に無利子

での支払を行ってもよい。
•	ACSA は世界中で適用できるために、

地理的制限がない。
•	いずれの当事者も、6 ヵ月前の書面によ

る通知をもって解約することができる。
ACSA もたらす利点すべてを考慮すると、いずれの 

当事者にも不利益はなく有効期限も伴わないた 
めこの契約を締結する説得力のある場合がある。 
ある国が米国と ACSA を締結することに関心があった 
り、この貴重な安全保障協力ツールについてさらに
学ぶことに関心があったりする場合、現地の米国の
防衛駐在官または安全保障協力担当官がさらに詳し
く説明してプロセスを開始することができる。 o

MH-60S シーホークは、2019 年 12 月に海上で垂直補給を行っている。ダレン・ニューウェル（DARREN NEWELL）一等水兵/米国海軍
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ダニエル・K・イノウエ 
アジア太平洋安全保障研究センター 
 
の歩んできた道のりは長い 
メアリー・マルコビノビッチ（MARY MARKOVINOVIC）/
DKI APCSS

写真提供 DKI APCSS

ダニエル・K・イノウエ・アジア 
太平洋安全保障研究センター（DKI  
APCSS）は、2020 年に米国国防総

省の教育機関として 25 周年を迎える。 
ダニエル・K・イノウエ上院議員は、 

欧州地域に対応するジョージ・C・マーシ 
ャル欧州安全保障研究センターの成功を 
受けインド太平洋地域に対応するセンターの
開発を求めた。第二次世界大戦で名誉勲章
とパープルハート賞を受賞したイノウエ氏
は、2012 年に死去するまでの 53 年間、上下
両院でハワイ代表を務めた。

1994 年 12 月、当時の最高司令官であった
アメリカ太平洋軍（今では、インドアメリ
カ太平洋軍の司令官として知られている）
は 1997 年に事務局長となるジミーラッキー 
 （Jimmie Lackey）大佐が率いるセンターワー
キンググループの結成を承認した。 

ハワイ州ホノルルに拠点を置く同研究所
は、米国やその他のアジア太平洋諸国の 
軍人や文民の代表間の安全保障関連問題に対
する理解、協力および研究を促進するため
に 1995 年に設立された。 

ところが、開所前に正式名称が「アジア
太平洋安全保障研究センター」となった。
この組織は 10 人未満の従業員から始まり、
現在では約 120 人のスタッフと教職員にまで
に成長した。

同センターの最初の職員のひとりで、 
現在も地域エンゲージメント・アウトリーチ 
 （Regional Engagement Outreach）プログラ
ムの責任者を務めるレノール・パットン 

周年

同センターは、2015 年 10 月 6 日、ダニエル・K・イノウ
エ・アジア太平洋安全保障研究センターに改称。
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 （Lenore Patton）氏によると、「このセンターは、 
文字通り PACOM [太平洋軍]本部での小さな部屋から始
まりました。「結局、私たちはコースを続けることがで
きフェローが住居にアクセスしやすい場所に移る必要
がありました」という。 

同センターの最初のコースである 12 週間のエグゼ
クティブコース（EC96-1）は、1996 年 9 月 23 日から
12 月 12 日まで開催された。最初のクラスには、12 ヵ国 
から 23 人が参加し、18 人の軍人と 5 人の政府民間 
人を含む男性 22 人と女性1人であった。

カリキュラム開発
同センターのカリキュラムは設立以来長い道のりを経
てきている。現在の 5 週間の高度安全保障協力 
 （ASC）コースは、最初のエグゼクティブコースと
はまったく異なるものである。最近の ASC コースに
は、世界 34 ヵ国から 117 名のフェローが参加した。 
参加者の人口統計は、軍人が 49 人（42%）、民間人 
 （非政府組織、メディア、シンクタンク、地域組織な
ど）が 57 人（49%）、警察官が 11 人（9%）含まれて
いた。このコースに参加した女性は27人、つまり 
全フェロー数の約23％であった。

管理者は、単一のコースを以下のコースを含む 
充実したカリキュラムに拡大した。そのコースとは、 
シニアエグゼクティブコース（現在の多国間安全保 
障協力コース）、ジュニアエグゼクティブコース（イ
ンド太平洋のオリエンテーションコースに変更）、テ
ロへの包括的安全保障対応（Comprehensive Security 

Responses to Terrorism）コース、安全保障・移行・
復興コース（現在の包括危機管理（Comprehensive 
Crisis Management）コース）、および新包括的海上
安全保障協力（new Comprehensive Maritime Security 
Cooperation）コースである。

 「以前にもこのようなコースをいくつか受講したこ
とがありますがこの APCSS のユニークな点は、文化
を共有し他の文化について学べる大きな家族の一員 
であるように感じることができることです」と、最近 
ASC フェローになった、バングラデシュにあるダカ大学
国際関係学教授であるライルファヤスミン（Lailufar 
Yasmin）氏は説明した。「違いについて学び、 
先入観や偏見を取り除くことができます。安全保障協力
の話をしても偏見を取り除くことができなければ成功
することもできず、互いに協力することもできない。
これは交渉スキルで学んだ非常に貴重なことです」 
と言う。

さらに、DKI APCSS は、世界の安全保障動向や 
米中防衛関係、食糧安全保障と政治的安定、島嶼国の
安全保障などの問題について、安全保障専門家が一
堂に会するための会議を数多く主催するという伝統
を始めた。

変化していく指導的地位
2005 年の 10 周年までに、同センターは指導的地位に
変化が見られた。元米国陸軍中将の E.P.スミス（E.P. 
Smith）氏が就任し、指導的地位の肩書きが「エグゼ
クティブ・ディレクター」から「ディレクター」に変
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更された。その直後、ジム・ヒライ（Jim Hirai）元米
国陸軍准将が副長官に就任した。スミス氏の指揮下で
同センターは、テロ対策、安全保障セクター開発、 
海上安全保障、危機管理などのトピックに関するワーク
ショップを地域で開始した。

2012 年には、ダン「Fig」リーフ（Dan “Fig” Leaf）
元米国空軍中将が長官に就任した。任期中、核となる
コースやワークショップのテーマとして「女性、平和

と安全」や「グッドガバナンス」を推進した。2012
年半ば、APCSS はマルヒア・ホール（Maluhia Hall）
をオープンした。この献堂式が、イノウエ上院議員が
同センターを訪れた最後のときだった。イノウエ氏が
亡くなった後、ハワイの議員が米国議会に法案を提出
し、センター名をダニエル・K・イノウエ・アジア太
平洋安全研究センターに変更した。名称変更は 2015
年に発効となった。

元米国海軍少将ピート・グマタオタオ氏が 2018 年
に同センターに加入した。それ以来 DKI APCSS は、
自由で開かれたインド太平洋戦略、東南アジア 
諸国連合国防相の防災管理に関するワーキンググループ
会議などのトピックに関する特別ワークショップ 
を開催し、国防長官室を支援している。

サクセスストーリー
長年にわたり DKI APCSS は、防衛省だけでなく外務
省、税関および入国管理局、司法省、社会福祉局、 
緊急通報受理機関（emergency services）の各省庁から法
執行機関、シンクタンク、学術機関、メディア関係者
まで 14,000 人以上のセキュリティ専門家に門戸を開い
てきた。同センターの卒業生のうち 6 人が大統領や首
相に、11 人が副大統領や副首相になり、33 人が国防
長官や副国防長官に就任した。  

DKI APCSS は、コースやワークショップに個別
に参加するフェローと、世界中にある 59 もの DKI 
APCSS 同窓会を通じて築かれた関係を育み続けて
いる。 

今日の卒業生は国の政策文書の起草、分析論文の
執筆、手順の改革などフェローのプロジェクトの完了
を祝う。DKI APCSS の卒業生は、国政選挙や主要な
国際スポーツイベント、さらには平和条約のための 
安全保障計画を成功させている。 o

 「私たち数名が集まって話して
いたのは、軍人や外交官などの
指導者が集まり、座って話し合
い、ちょっとした会話や時には
議論をし、共通の関心事項や 
共通の懸念事項や災害について
討論して解決策を考え出し、 
相互理解に達することができる
ようなセンターを設立すべき 
時期が来たということです」
– 米国上院議員ダニエル・K・イノウエ 
 （1924～2012）

左：演習には高度安
全保障協力コースの
フェローが協力。

総合海洋安全保障協
力コースには教員や
フェローが参加。
出席者の約 25％は
女性。
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文化と習慣IPDF

桃園市は、台湾の国家文化記憶庫（Taiwan Cultural 
Memory Bank）計画を受けて、物語の収集拠点を設置
し、ミニバンで桃園市を横断して現地の物語を収集・
保存した。

文化省が主導するこの国家文化記憶庫計画は、文
化の記憶や地域の知識を再構築しデジタル技術で保存
することを目指したものだ。地域の官民セクターの積
極的な関与を受け、この計画は、台湾の文化に焦点を
当てたコンテンツを保存するためのプラットフォーム
の確立を目指している。

憲光二村（Sianguang 2nd Village）に設置された物
語収集拠点では、一般の人々が自分の物語を現場で共
有するよう奨励している。「眷村パンカー 
 （Military Dependents’ Village Puncar）」と呼ばれるこ
のミニバンは、軍人の家族の住む村や退役軍人の家を
訪れて人々の記憶を収集している。

桃園市で実施された現地調査により、これらの村
の 105 個の特徴が発見された。グーグルマップの位置
と村の古い写真を含む情報が収集拠点の外に掲示され
ており、一般の人々はQRコードをスキャンして読ん
だり聞いたりすることができる。

記憶庫
加えて、眷村の歴史や文化的意義を紹介すべく、

馬祖新村（Matsu New Village）を舞台にした 
リアリティー・ゲーム、没入型劇場、文化祭 
などの活動も行われた。

台湾の国家文化記憶庫は、世代や日常生活を通じ
て受け継がれた技能に関係なく物語や文化を収集する
ものである。当計画を通じて、台湾文化部は台湾の文
化的景観と現象をつなぎ合わせて保存したいと考えて
いる。

詳細については、https://www.facebook.com/pg/
TaiwanCulturalMemoryBank.をご覧ください。

AP 通信

台湾の国家文化記憶庫は、地域の歴史を保存するために
1974 年以降の人々の物語や写真などを収集している。
国家文化記憶庫
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今後の期待IPDF

オーストラリアとインドネシアの研究者 
チームの調査によると、インドネシアの
スラウェシ島で発見された洞窟の絵は、

人間のような姿をした生き物が動物を狩る様子を描
いたもので物語を伝える最古の絵画的記録であ
る。2019 年 12 月に科学雑誌ネイチャー（Nature）
に掲載された論文によると、2017 年に鍾乳洞で 
発見されたこの絵はウラン系列を用いた測定の 
結果、約 4 万 4000 年前のものだと考えられる。 

その絵には 8 人の獣人、つまり動物の特徴を 
持った人間が、島に生息するイボイノシシなど 6 匹 
の動物を槍やロープのようなものを使って追いか
けて狩り殺していく様子が描かれている。 

研究者は「少なくとも 2 種の獲物に立ち向かう
複数の狩人を描いた絵は、おそらく「狩猟(Game 
Drive)」、つまり動物が無差別に茂みなどから飛び出
し、待ち構える複数の狩人に向かっていく、共同体で
の狩りが行われていたことを示唆している」と言う。 

これまで、動物の特徴を持つ人間を描いた 
最古の石器は、ドイツの洞窟で発見された象牙彫刻
であった。この彫刻は約 4 万年前のものだと考え
られており、ネコ科の動物ような頭に人の体を 
持つ姿が彫られている。 

論文の共著者でありオーストラリアのグリフ
ィス大学の考古学者、アダム・ブラム（Adam 
Brumm）によれば、インドネシアの洞窟壁画は 
人間の精神性の最古の証拠となる。彼は「獣人は現代
社会のほとんどの民間伝承や架空の物語に登場し、
世界中の多くの宗教で神や精霊、あるいは祖先とな
る存在として認識されている」と論じている。 

本研究はインドネシア国立考古学研究センター
と、州都であるマカッサルの文化遺産部門出身の科
学者との共同研究である。グリフィス大学の研究者
によると、スラウェシ島の洞窟壁画は 1950 年代に初
めて発見され、それ以来少なくとも 242 の洞窟や 
シェルターでそのような絵画が見つかっているという。

壁画などの芸術作品が判別しづらくなるよう
な損傷を受けている洞窟もあった。インドネシア
の石器の専門家、アディ・アグス・オクタヴィアナ 
 （Adhi Agus Oktaviana）氏は、塩風、ほこり、 
剥離、微生物や煙からの脅威について指摘した。
グリフィス大学博士課程の学生であるオクタヴィアナ
氏はこうも付け加えた。「このような非常に古い
芸術作品が私たちの生きている時代に失 
われてしまうとすればそれは悲劇ですが、 
実際に起きていることなのです 。  」ロイター

「発見」された物語
インドネシアの洞窟壁画は我々が知る中で最古の物語の記録である

イ
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中華人民共和国（中国）
では、空港からホテ
ル、eコマースさらには

公衆トイレに至るまで、顔認識技 
術が日常となっている。しかし、
ある法律学の教授はサファリパーク
で求められた顔のスキャン 
に我慢の限界が来た。

郭兵（Guo Bing）氏がサファ
リパークを提訴したことから、 
デジタル化が進む社会における 
プライバシーと個人データの悪用
ついての議論が加熱している。

先進技術で世界のトップを狙
う推進力の一部として、中国政府
は商業とセキュリティのための 
顔認識や人工知能を開発する企業の
後押しをしている。

調査によると、テクノロジー
がもたらす安全性と利便性と引き
換えに、ある程度のプライバシー

を犠牲にしようとする一般市民の
意思が示されている。

しかし、指紋や顔のスキャンな
ど生体認証データの収集が増えるに
つれて、状況は変化してきている。

国内メディアは、郭兵氏が
2019 年 10 月に中国東部の杭州サ
ファリパークを相手に起こした 
訴訟をこの種類の訴訟としては初め
てとしている。一般市民の反応
は、テクノロジーの発展に法的保
護措置が追いついていないという
不安を露呈した。

この件に関するオンライン 
記事は、有名なプラットフォームで
ある微博（Weibo）上で1億回 
以上閲覧され、多くのユーザーが
このようなデータ収集の禁止を求
めている。

こういった気運の背景には、
あからさまな金融詐欺から一般的

な携帯電話番号の流出フィッシン
グ詐欺まで、中国で横行する個人
データの悪用にも原因がある。

高名な北京清華大学の法学教
授である労東燕（Lao Dongyan）
氏は、最近中国で大きく議論され
たオンライン記事で、顔認識デー
タの悪用を「悪魔との取引」と 
評論している。

 「顔認識技術の秩序のない促進は、
パンドラの箱を開けることになり
ます。プライバシーだけでなく 
私達が切望するセキュリティー 
までもが代償となります。」 
と労氏は記している。

杭州の浙江理工大学の郭教授
は民事訴訟で、顔スキャン等のデ
ータの収集は「漏洩や違法に提供
されたり、悪用されると、消費者
個人や財産の安全が容易に脅かさ
れます。」と述べた。

中国の顔認識問題が
ビッグ・ブラザー(支配者)を裁判にかける

ロ
イ

タ
ー

メディア ＆ テクノロジーIPDF
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ホワイトハウスは、2020 年 1 月
初旬、人工知能（AI）の開発 

と利用を管理するにあたり、当局
の「やり過ぎ」を制限する規制原則
を提案した。 

ホワイトハウスがファクトシー
ト（概況報告書）で述べているの
は、連邦機関が「AI に関連するい
かなる規制措置にも先立って、 
リスク評価と費用便益分析を行う
必要があり、画一的な規制ではなく
柔軟な枠組みを確立することを 
重視する」べきだということだ。

このコメントが発表されたの
は、企業が競争力を維持するため
に、AI とディープラーニングを 
自社のビジネスに統合しようと競争
しているときであった。しかし、 
企業や専門家によるとこうした 
技術に対して管理、プライバシー、
サイバーセキュリティー、将来の
仕事のあり方などに関する倫理上
の懸念が浮上しているという。

米政府は、「信頼のおけるAIを
推進する」とし、「公正性、 
無差別性、オープン性、透明性、
安全性、およびセキュリティを考慮す
べきだ」と主張した。

ホワイトハウスは、その一例と
して米国食品医薬品局（FDA）を 
引き合いに出している。FDA は、
医療機器メーカーによる人工知能 
 （AI）や機械学習技術の利用をどの
ように規制するべきか検討してい
るところであり、

ホワイトハウスは「欧州や我々
の同盟国はイノベーションを阻害す
る強引な手法を回避するべきだ」と
述べた。さらに、「独裁者の AI 利用
に対抗する最善の方法は、米国や米

国の海外パートナーが確実に世界的
なイノベーション・ハブであり続け
ることだ」と付け加えた。

2019 年、欧州委員会の人工知能
に関するハイレベル専門家グルー
プ（High-Level Expert Group on Artificial 
Intelligence）が、一連の倫理上の 
指針を発表し欧州連合首脳たちは
規制措置を検討している。

米国では、AIアプリケーショ
ンについて懸念を表明している州
もある。カリフォルニア州議会は
2019 年 9 月、州や地方の警察におい
て顔認識ソフトウェアを搭載した 
ボディーカメラの使用を 3 年間禁止す
る法案を可決したが、これは市民の
自由を脅かすと一部で言われている
技術への最新の規制だ。米国ではま
た、法執行機関による顔認識技術の
禁止に投票している都市もある。

ホワイトハウスの最高技術責任
者であるマイケル・クラツィオス 
 （Michael Kratsios）氏は、この政権の 
 「原則が、米国を継続的なAIの革新
と発見の道に導いた」と述べた。

2019 年 2 月、米国のドナルド・ 
トランプ大統領は連邦政府機関がより
多くの資源と投資を AI 関連の研究や
振興、およびトレーニングに費やす
よう求める大統領命令に署名した。

コンサルティング会社 PwC が
2018 年に発表した調査による
と、2030 年代半ばまでに全世界の
雇用のうち 30%が自動化のリスク
にさらされており、そのうち 44%
が教育水準の低い労働者だとい
う。この調査では、自動化によっ
て 2030 年までに世界の国内総生産
が 1,500 兆円増加する可能性がある
ことも明らかになった。ロイター

ホワイトハウス、人工知能（AI）の利
用規制の原則を提案

中華人民共和国科学技術部に
よって発行された新聞によると、
サファリパークの「軽率で乱暴な
姿勢は一般市民の感情に対する 
無関心さの現れだ」という。「やり
過ぎ」を防ぐためには法律が必要
となると付け加えた。

2019 年 12 月 30 日、中国は 
携帯電話アプリを通じた個人情報
の収集と利用に関して、違法と
みなす行為の範囲を明記した 
指令を出した。

中国には個人データを規制す
る特定の法律がまだない。現在、
法律が制定されているがいつ導入
されるのは不明である。

中国の華やかな新しいハイテ
ク世界と大きく取り上げられて
いるものの、専門家によれば 
中国は依然技術面で米国にかなり 
遅れている一方で幅広い 
商業利用目的の技術拡大は 
得意であると指摘する。

中国は世界最大のモバイル 
インターネットユーザー（8 億 5000
万人以上）を抱えており、消費者
の可能性を探る貴重な実験場とし
て機能している。

顔認識は現在、請求書の支払
いや一部学校での出欠確認、公共
交通機関のセキュリティーの合理
化、交通ルールの違反者の処罰な
どに利用されている。

一部観光地のトイレでは、 
過度な使用を抑えるために 
トイレットペーパーの利用に顔スキャン
が必要となるものさえある。

中国消費者協会が 2018 年 11
月にリリースした報告による
と、90% 以上のモバイルアプリが 
過度な個人情報の収集をしてお
り、10% が過度な生体情報の収集
をしている疑いがあるとのこと。

最近の国営メディアは、何千
もの顔データがそれぞれわずか
1.40 米ドルでオンライン販売され
ていると報道しており、政府が 
携帯電話サービスへの登録に消費者
の顔スキャンの提供を新たな要求
事項と定めたことからさらに懸念
が高まっている。  
フランス通信社
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IPDF 技術革新

フィリピンが GMO 米を承認 栄養失調と闘う

ビ
タミン A 欠乏症と闘うために遺伝子操作 
された稲の品種がフィリピンの規制当局か
ら認可を受けた。

世界保健機関によると世界中で毎年
25 万人もの子どもが死亡し、その 2 倍の数
の子どもが失明しているこの病気をゴール
デンライスという品種で治療できる可能性
があると支持者たちは主張している。

この品種は、公衆衛生問題に対処できるよう設計されたも
のであり、発展途上国の食品安全当局から許可を得た初の遺伝
子組換え作物（GMO）である。

ゴールデンライスはその開発の間、安全性への懸念やその他の
問題を理由に GMO 反対派からの激しい抵抗にあってきた。2013 年
には、抗議者たちによってフィリピンの試験畑が破壊された。

しかし 2019 年 12 月、フィリピン植物産業農業局はゴールデン
ライスが従来の米と同等の安全性があると発表した。また 
オーストラリア、カナダ、ニュージーランド、米国の規制当局も
安全性の問題をクリアしている。

20 年もの月日をこの品種の開発費やし、ここまでくること
ができて「本当に感無量です」と作物を研究所から畑に移す活
動をしている非営利団体、ゴールデンライス人道委員会の 
エイドリアン・デュボック（Adrian Dubock）事務局長は語った。

2 つの遺伝子が加えられることによって、米は黄金色へと 
変化する。１ つはトウモロコシ由来の遺伝子、もう １ つは 
土壌細菌由来の遺伝子である。これらの遺伝子によって、その
米粒はニンジンやサツマイモをオレンジ色に変化させるビタミ
ン A 前駆体であるベータカロチンを生産する。追跡可能な 
マーカーとして第三の細菌遺伝子が使われる。

この作物の開発をしている、フィリピンに拠点を置く国際
稲研究所 （IRRI） によると、フィリピンでは、国家補助プロ
グラムにもかかわらず、子どものビタミン A 欠乏症が 2008 年
の 15.2%から 2013 年には 20.4%までに増加した。

しかし、ゴールデンライスがあれば幼児が 1 日で必要とする
ビタミン A の摂取量の最大半分を供給できると、IRRI は述べる。

物議の種
生物工学の後援者たちが紹介してきたゴールデンライスは、 
従来の育種よりも早く人類に恩恵をもたらす動植物の生産という
バイオテクノロジーが成しえる最も良い例の一つである。

反対派は、これらの作物には未知のリスクがあると主張し
ているものの、科学的なコンセンサスでは現在市販されている
ゴールデンライスを含む GMO の品種は安全だと述べている。

GMO に批判的な人々は、GMO を開発してきた営利目的の企業
が種子の供給に不当な影響を及ぼすことも懸念している。

農業バイオテクノロジー企業のシンジェンタ社（Syngenta）
は、かつて保有していたゴールデンライスに関する主要な特許
をゴールデンライス人道委員会(Golden Rice Humanitarian Board)に
寄贈した。デュボック氏によると、ゴールデンライス株は公共
および非営利の作物育種プログラムでのみ使用されており、農
家にとっては従来の米以上のコストはかからないという。

食事療法
ゴールデンライスの開発に費やした多大な時間と労力と費用
は、栄養失調に苦しむ人々の食生活を多様化させるために費や
されるべきだったという批判もある。

 「開発に利用できる資金は非常に限られています。どの 
ルートを選ぶか、どこに資金を投入するかが本当に重要です。」
と、食品安全センターに勤める、科学政策アナリストである 
ビル･フリース（Bill Freese）氏は述べた。

低所得者層の人々の食事に果物や野菜をより多く取り入れ
るプログラムは、ビタミンA欠乏症だけでなく、いくつかの慢
性疾患の緩和に役立つだろうとフリース氏は指摘する。

デュボック氏も「多様な食事が最善の解決策」であること
と認めているという。ゴールデンライスは、現在の人々の食事
に合ったひとつの手段である、と付け加えた。

フィリピンの農家がいつゴールデンライスを栽培できるの
かは不明だ。規制当局は、この作物が農家の畑に問題を引き起
こさないことを証明しなければならない。IRRI は 2020 年初頭に
申請書を提出すると述べた。 スティーブ･バラゴナ/アメリカからの声

国際稲研究所
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2019 年 10 月下旬、バンコク郊外にあるタイのノンタブリー（Nonthaburi）県で、 
行われた対テロ演習に参加するタイの兵士。タイは、2019 年 11 月上旬に開催さ
れる第35 回東南アジア諸国連合サミットに先立って安全保障の強化を図った。 
サミットには、17,000 人以上の兵士と警察が警備にあたった。

写真：サクチャイ・ラリット| AP 通信社

最後の写真IPDF

警備
  サミット
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